
別添 1 
厚生労働科学研究費補助金 

健康安全・危機管理対策総合研究事業 
 
 
 
 
 
 
 
 

シックハウス症候群の診断基準及

び具体的対応方策に関する「シッ

クハウス症候群マニュアル」の検証

と改正のための研究 

 
 

平成 30 年～令和元年度 総合研究報告書 
 

 

 

 

 

研究代表者 坂 部  貢 
 

令和元(2020)年 3 月 



別添 2 
目 次 

 
 
 
 
I. 総合（総括・分担）研究報告 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P.1-75 
シックハウス症候群の診断基準及び具体的対応方策に関する 
「シックハウス症候群マニュアル」の検証と改正のための研究  
  研究代表者：坂部 貢 
研究分担者：田邉 新一 
研究分担者：高野 裕久 
研究協力者：角田 正史、宮島 江里子、金 炫兌、杉浦 由美子、 

東 賢一、寺山 隼人、立道 昌幸 
まとめ：坂部 貢 

 
 

II．研究成果の刊行に関する一覧表・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P.76-78 
 
 
III．巻末補足資料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P.79 
 



1 
 

別添 3 
令和元年度厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業）  

総合研究報告書  

 
シックハウス症候群の診断基準及び具体的対応方策に関する  
「シックハウス症候群マニュアル」の検証と改正のための研究  

 
研究代表者 坂部 貢  東海大学医学部基礎医学系生体構造機能学領域 教授  
研究分担者 田邉 新一 早稲田大学創造理工学部建築学科 教授   
研究分担者 高野 裕久 京都大学大学院地球環境学堂   教授  

研究要旨 

【研究目的】シックハウス症候群(SHS: Sick House Syndrome)は広義には環境に

問題のある住宅での健康障害の総称とされ、狭義には特に気密性の高い建物内で

新築や改装等の後に発症しその症状は特定の建物内に限られる健康障害とされ

る。本研究では、室内環境要因が疑われる健康障害患者の現在の割合や特徴を調

査し、予防的対策を新しいマニュアルに反映させるための基本情報を得ることを

目的とした。 

【研究結果・考察】 

住宅の高気密・高断熱化はエネルギー消費量と住み心地と大きな関係がある。

SHS 問題の対策として有害物質の放散が少ない低放散建材を選ぶこと、機械換
気システムを挿入することによって定量的な換気量を確保することが大事であ

る。一方で、SHS 問題を解決するためには 24 時間換気が必要である。そのため、
健康住宅の室内環境を造るためには政府と住宅業者の役割も大切であるが、居住

者の生活習慣も関係がある。と結論づけた。（田邉） 

SHS におけるアレルギー疾患の再燃、悪化について、考察、診断するにあたっ

ては、「ある種の化学物質やいわゆる‘シックハウス’の状態は、実験的にも臨床

的にも、アレルギー疾患を悪化しうる。」という考え方を基本とし、検討、討議を

進め、コンセンサスを得る必要があると考えられた。と結論づけた。（高野） 

SHS の発症には、潜在的な化学物質不耐性が強く影響していることが示唆さ
れ、それらを的確に評価できる問診票の整備は極めて重要である。従来の基準に

加えて、Anderssonによる MM040質問紙票がある。SHS有訴者に対して MM040
質問紙票を検討することにより、ガイドライン作成資料を得ることを目的に研究

を行った。MCS 基準該当者においては MM040 の症状は４つ以上、更に SHS の
基準に該当しない MCS 基準単独該当者においては、MM040 の症状は５つ以上
となった。SHS の診断において、MCS 合併の有無を評価する際、MM040 質問
紙票を用いて症状が多いことを確認することが判断材料になる可能性が示唆さ

れた。（角田、宮島他）  
SHS の症状改善や発症防止のためには、室内空気質が生体に対して有害とな
らないようにしなければならない。室内空気質に影響を及ぼす有害因子は化学

的、生物的、物理的因子が主となる。これらの因子の発生源は多数存在し、これ

らの有害因子と居住者の個体因子などが相まって、建物内でさまざまな健康障害

を引き起こしている。と結論づけた。（東） 
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研究分担者  
田邉新一  早稲田大学創造理工学

部建築学科 教授  
高野 裕久 京都大学大学院地球環

境学堂 教授  
研究協力者  
立道昌幸  東海大学医学部医学科

基盤診療学系衛生学公

衆衛生学 教授  
角田正史  防衛医科大学校衛生学 

教授  
東 賢一  近畿大学医学部医学科

環境医学・行動科学教

室 准教授  
寺山隼人  東海大学医学部医学科

基礎医学系生体構造機

能学 准教授  
宮島江里子 北里大学医学部医学科

衛生学 講師  
金炫兌       山口大学工学部感性デ

ザイン工学科  助教  
杉浦由美子   北里大学医学部衛生学  

 
A. 背景と目的  
シックハウス症候群（SHS）の臨床
分類に基づいた患者の個別特性を詳細

に検討し、本症候群の診断基準の検証・

標準化を図り、実態に基づく新マニュ

アルの作成を行う。これまでの厚生労

働科学研究費補助金による研究で、

SHS（広義）の臨床分類と同（狭義）
の定義および診断基準が示された。加

えて、それらを標準化することを目的

として、さらにその適用性が検討され

てきた。しかしながら、実際の医療現

場におけるその診断基準と臨床分類の

妥当性に関する情報は少なく、臨床型

別の患者の特性に関する情報も十分と

は言えない。本研究では、SHS 症状を
訴える患者を適切に分類し、個別の医

療的対策並びに建築工学的対策を講じ

るために、問診事項の詳細な分析、脳

科学的・神経科学的アプローチ（精神

医学的、心理学的アプローチを含む）、

アレルギー学的アプローチ、建築工学

的アプローチを行うことにより、現状

に即した診断基準の標準化を図り、医

療及び医療行政に貢献することを目的

とした。  
 
B. 令和元年：研究成果概要  
〇田邉新一分担研究者  
なぜ、日本でシックハウスの問題が

生じてきたのか？住宅の化学物質の問

題は日本固有のものではないが、日本

特有の問題も多くある。エネルギー政

策として住宅の気密化を向上させる指

導をしてきたことや、工業化住宅や全

国規模の建材メーカーにとっては同一

品質が簡易に確保できる新建材に対す

る需要が高いことである。住宅の高気

密・高断熱化はエネルギー消費量と住

み心地と大きな関係がある。私は、気

密化は駄目なので住宅をスカスカにし

てしまえと主張するつもりは全くない。

代わりに、シックハウス問題の対策と

して有害物質の放散が少ない低放散建

材を選ぶこと、機械換気システムを挿

入することによって定量的な換気量を

確保することが大事である。一方で、

シックハウス問題を解決するためには

24 時間換気が必要であるが、居住者に
よって運転を止める場合もある。その

ため、健康住宅の室内環境を造るため

には政府と住宅業者の役割も大切であ

るが、居住者の生活習慣も関係がある。

と結論づけた。  
 
〇高野裕久分担研究者  

狭義のシックハウス症候群は、建物
内における化学物質の関与が想定され
る皮膚・粘膜症状や頭痛・倦怠感等の
多彩な非特異的症状群であり、明らか
な中毒、アレルギーなど、病因や病態
が医学的に解明されているものを除く
と定義されている。一方、化学物質、
例えば、建物内における化学物質への
曝露が、既存のアレルギー疾患の再発、
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再燃や悪化と関係しうることは、臨床
的にもしばしば経験される。しかし、
「明らかな中毒、アレルギーなど、病
因や病態が医学的に解明されているも
のを除く。」という定義を取る限りにお
いては、アレルギー疾患患者や既往者
におけるアレルギー症状の再燃や悪化
は、アレルギー疾患そのものに基づく
症状であり、建物内の化学物質との関
係の有無は問われない可能性が残る。
換言すれば、「アレルギー疾患患者や既
往者には、狭義のシックハウス症候群
は起こりえない。」と言う考え方にもつ
ながりうる。こうした背景から、シッ
クハウス症候群とアレルギーの関連に
ついて基本的な考え方を整理するため、
化学物質曝露とアレルギー疾患の関連、
特に、アレルギー疾患の再燃や悪化に
ついて、情報・知識を収集、共有し、
コンセンサスを得ることを企図した。
具体的には、シックハウス症候群とア
レルギー疾患、化学物質とアレルギー
疾患に関する研究論文を検索、収集し、
レビューを実施、継続した。論文は、
ヒトを対象とした研究と実験的研究の
両者を対象とし、また、実際のアレル
ギー疾患、シックハウス症候群の症例
についても観察と考察を継続した。  
文献的検討によれば、ヒトを対象と
した研究においても、実験的研究にお
いても、室内に存在しうる種々の化学
物質が、アレルギー疾患を悪化する可
能性が多々示されていた。具体的には、
phthalate、triclosan、bisphenol A、
perfluorooctanoic acid 等の化学物質
がアレルギー疾患の病態を悪化しうる
ことが報告されていた。また、それら
のアレルギー悪化メカニズムも細胞・
分子レベルで示されつつある。加えて、
建材に関連する化学物質や農薬ととも
に、化学物質を含有するパーソナルケ
ア製品や芳香剤、清掃用品等によるア
レルギー悪化に関する報告も見られた。 
症例検討によれば、多彩な症状の中
で、主訴を何と捉えるかにより、また、
発症後の時間経過や時期によっても、

狭義のシックハウス症候群とアレルギ
ー疾患の悪化を厳密に判別することが
難しい場合があることが示された。加
えて、狭義のシックハウス症候群とア
レルギー疾患の悪化は共存しうること
も示唆された。一方、シックハウス症
候群から、いわゆる multiple chemical 
sensitivityへと進展が疑われた症例や、
職場における何らかの化学物質曝露が
発症の誘因と考えられた症例も複数存
在した。  
以上、「ある種の化学物質やいわゆる

‘シックハウス ’の状態は、実験的にも臨
床的にも、アレルギー疾患を悪化しう

る」と考えられ、内在する分子生物学

的メカニズムも明らかにされつつある。

今後、 シックハウス症候群におけるア
レルギー疾患の再燃、悪化について、

考察、診断するにあたっては、「ある種

の化学物質やいわゆる ‘シックハウス ’
の状態は、実験的にも臨床的にも、ア

レルギー疾患を悪化しうる。」という考

え方を基本とし、検討、討議を進め、

コンセンサスを得る必要があると考え

られる。また、アレルギー疾患に関連

する症状の悪化をシックハウス症候群

や、いわゆる ‘シックハウス ’状態と関連
付けて考えることにより、シックハウ

ス症候群を早期に診断できる可能性が

あることは、極めて重要と考えられる。

もちろん、その後のいわゆる multiple 
chemical sensitivity への進展を防ぐ
ことにも有用であることも期待される。

一方、今後は、芳香剤やパーソナルケ

ア製品、職場における化学物質の曝露

等にも留意し、より広い視野で、室内

環境中の化学物質とアレルギーの関連

について、広く研究を進める必要があ

る。  
〇角田正史、宮島江里子研究協力者  
新築や改築後等、特定の居住場所と

関連して起こるとされるシックハウス

症候群 (SHS)では、いわゆる化学物質
過 敏 症 （ MCS: Multiple Chemical 
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Sensitivities）との重複が知られてい
る。MCS の定義は「過去に大量の化学
物質に一度曝露された後、または長期

慢性的に化学物質の曝露を受けた後、

非常に  微量の化学物質に再接触した
際にみられる不快な臨床症状」とされ

る。これまでに我々の研究グループで

は、一般健康集団を対象に QEESI の
質問票による化学物質不耐性の評価に

ついて、Miller らや Hojo らの基準が
どの程度該当するかを検討し、一般健

康集団において化学物質不耐性に関す

る潜在的なハイリスク者が一定数存在

することを指摘してきた。即ち SHS の
発症には、潜在的な化学物質不耐性が

強く影響していることが示唆され、そ

れらを的確に評価できる問診票の整備

は、ガイドライン作成上極めて重要で

ある。上記の Miller らや Hojo らの基
準に加えて、SHS の診断に資する症状
に関する質問紙票の候補として、

Andersson による MM040 質問紙票が
ある。SHS 有訴者に対して MM040 質
問紙票の症状がどの程度あるかを検討

することにより、普遍的な診断に繋が

る可能性がある。以上の点に関し SHS
有訴者を対象に診断につながるガイド

ライン作成資料を得ることを目的に研

究を行った。  
対象は SHS の疑いで臨床環境医学
専門医療機関を受診した 60 人。同意
を得て自記式の質問紙票を配布回収し

た。質問紙票には以下の項目を含んで

いた。性別、年齢、QEESI 質問項目、
MM040 の症状 13 項目、過去の化学物
質曝露（大量または長期曝露）、の SHS
の定義に関わる項目（症状が特定の場

所で起こるかどうか）、アレルギーの有

無。回答を集計し、また QEESI 質問項
目から Miller の化学物質不耐性の強
い（MCS の可能性が高い）基準を満た
す者の頻度、Hojo の基準に該当する者
の頻度を集計した。各基準該当者につ

いて、SHS の定義該当の有無、MM040

の症状 13 項目の症状数を集計した。  
過去の化学物質曝露に関しては、無

回答６人を除き 54人中 47人（87.0%）
がありと回答した。Miller の基準該当
者は 60 人中 37 人（61.7%）、Hojo ら
の基準該当者は 60 人中 44 人 (73.3%)
であった。Miller の基準該当者のうち
SHS 該当は 20 人、Hojo らの基準該当
者では 25 人が SHS 該当であった。
MCS 基準該当者においては MM040
の症状は４つ以上、更に SHS の基準に
該当しない MCS 基準単独該当者にお
いては、MM040 の症状は５つ以上と
なった。  
患者群では過去の大量または長期の

化学物質曝露は９割近くで、バイアス

の可能性はあるが、SHS または MCS
に化学物質曝露の有無は重要と考える。

以上の結果より、SHS の診断には過去
の化学物質の曝露を確認し、症状が多

く発生している場合を重視することが

必要と考えられた。  
 
〇東賢一研究協力員  
シックハウス症候群とは、医学的に

確立した単一の疾患ではなく、居住に

由来するさまざまな健康障害の総称で、

眼や咽頭などの粘膜刺激症状や頭痛な

どの不定愁訴が主な症状と考えられて

いる。従って、シックハウス症候群の

主な原因は、居住する建物内の環境、

いわゆる室内環境にあると考えられて

いる。  
私たちは日常生活の約９割の時間を室

内で過ごしており、そのうち約６～８

割の時間を住宅の中で過ごしている。

私たちは環境中の空気を呼吸すること

で生命を維持しており、環境中の空気

の質が有害であると、その空気を呼吸

する生体に対して有害な影響を及ぼす

ことになる。従って、シックハウス症

候群においては、建物内の環境におい

て、とりわけ室内空気の質が重要であ

り、シックハウス症候群の症状改善や



5 
 

発症防止のためには、室内空気質が生

体に対して有害とならないようにしな

ければならない。  
室内空気質に影響を及ぼす有害因子は

多数存在する。化学物質などの化学的

因子、カビやウイルスなどの生物的因

子、騒音や放射線などの物理的因子が

主な有害因子となる。これらの因子の

発生源は、建築材料（建材）、設備機

器類、家具や装飾品、生活用品、清掃

用品、暖房や調理器具、居住者の生活

行為、建物外部から室内への汚染物質

の侵入など多数存在する。これらの有

害因子と居住者の個体因子などが相ま

って、喘息やアレルギー疾患、感染症、

粘膜刺激、中枢神経作用、精神疾患、

皮膚炎、悪性腫瘍など、建物内でさま

ざまな健康障害を引き起こす。室内空

気質に対しては、建物だけでなく、私

たちの住まい方や暮らし方も強く影響

している。と結論づけた。
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総合研究報告書  
 

建築工学的見地から見た患者居住環境の解析とガイドライン作成に  
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A．研究目的  
シックハウス症候群の要因となる室

内には多くの汚染物質が存在する。そ

の汚染物質には外部から侵入してくる

花粉やカビなどの微生物、浮遊粉塵な

どがある 1~2)。また、室内の仕上げ材か

ら放散する化学物質などが指摘されて

いる。準揮発性有機化合物（SVOC）は
気中ではほとんど検出されないが、ハ

ウスダストに付着することが報告され

ている 3~6)。ハウスダスト中に多く含

まれている SVOC 物質は DEHP（フタ
ル酸ジ -2-エチルヘキシル）であること
が分かっている 7)。子供がハウスダス

トの摂取によってフタル酸エステルを

摂取しており、  
 

 
ハウスダスト中のフタル酸の濃度と子

供の喘息やアレルギーには相関がある

と報告されている 8~16)。  
最近では床に PVC 建材を使用する
住宅が多くなっている。また、日本は

西洋とは生活習慣が異なり、床に座っ

たり乳幼児が床を這ったりすることが

多いため、床面の汚染物質濃度は在室

者の健康に大きな影響を与えると考え

られる。  
本研究では、床表面に堆積する

SVOC 物質や真菌数に着目し、様々な
掃除方法で掃除を行い、掃除後の床上

に残った SVOC濃度と真菌数を測定し
た。  

 

研究要旨   
有効なガイドライン作成には、建築学的対応に関する知見が重要である。本研

究では、床表面に堆積する SVOC 物質や真菌数に着目し、様々な掃除方法を用い
て床面の汚染物質の除去率に関する測定を行った。掃除方法は、一般家庭で使用

している雑巾、真空掃除機、真空掃除機と雑巾、スチームクリーナーなどの条件

であった。SVOC 表面濃度の場合、雑巾、掃除機、掃除機と雑巾の条件では、掃
除前の SVOC 表面濃度に比べ、大きな削減はできなかった。掃除前の表面 DEHP
濃度は 11000［μg/m2］であり、雑巾のみの場合は初期の DEHP 濃度より約 30%削
減されていることが分かった。また、掃除機のみの場合は他の掃除方法より DEHP
濃度の削減が最も少なかった。一方、スチームクリーナーの条件の表面 DEHP 濃
度は 4500［μg/m2］で、除去率が約 60%を示した。表面真菌数の結果も SVOC 濃
度と同じ傾向が見られた。掃除機のみの条件の場合、他の掃除方法より最も低い

除去率を示した。今回の実験により、掃除機のみで床面に付着している SVOC や
真菌を削減することは難しいと考えられた。また、床面に堆積しているダストの

みではなく、表面に堆積した SVOC 物質を除去するためには、掃除機と雑巾を一
緒に使用するか、スチームクリーナーなどを用いた方がより効果的であると考え

られる。 
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B．研究方法  
図１に実験室平面図を示す。測定場

所は山口大学内の実験棟である。実験

室の床面積は 51 m2、容積は 122 m3で

ある。実験室の換気回数は約 16.4 回 /h
として測定を行った。  
1)測定条件  
図 2 に床面の測定イメージを、表１
に測定条件を示す。実験室に PVC 床材
を敷き、0 日目に床面を綺麗に掃除し、
3 日後、様々な掃除方法を用いて PVC
建材の表面を掃除した。その後、床面

表面に残留する SVOC 濃度や、真菌の
コロニー数を測定した。以下に SVOC
濃度測定方法と表面真菌測定方法の詳

細を述べる。  
①SVOC 濃度測定法  
図 3 に PVC 試験材の表面を拭き取
る様子と石英ウール  
をマイクロチャンバーに入れた様子を

示す。表 2 にチャンバー加熱脱着条件
を示す。各条件の掃除を行った後、石

英ウールを用いて PVC 試験材の表面
を拭き取った。0.1m×0.1m の四角枠を
床材の上に設置し、その内側の面を綺

麗に拭き取った。拭き取った後の石英

ウールは、そのままマイクロチャンバ

ーに入れ、加熱脱着装置を用いて加熱

することで、SVOC 物質を捕集した。
捕集管は Tenax TA 管を用いた。加熱
脱着装置は MSTD-258M-B（GL サイ
エンス社）を用いた。  
②表面真菌測定方法  
図 4 にスタンプ培地を用いた表面真
菌採集の様子と培養の様子を示す。試

験用の PVC 床材の表面に付着してい
る真菌の初期濃度を最低化するため、

0 日目に実験用 PVC 床材の上をエタ
ノールで綺麗に掃除した。3 日後、試
験体の表面を各掃除方法により掃除を

した後、スタンプ式培地を用いて表面

に付着している真菌を捕集した。真菌

は 25℃で 3～5 日間培養し、各培地に
発育したコロニーを数えた。培地表面

積は 25 cm2である。  
 

2)SVOC の分析条件  
分析対象物質は、各種樹脂添加剤の

DBP（フタル酸ジ -n-ブチル）、DEHP
（フタル酸ジ -2-エチルヘキシル）、
DEP（フタル酸ジエチル）、TBP（リン
酸トリブチル）、TCEP（リン酸トリス）、
TPP（リン酸トリフェニル）、D6（シロ
キサン 6 量体）、 C16(ヘキサデセ
ン )BHT（ブチル化ヒドロキシトルエ
ン）、DBA（アジピン酸ジブチル）、DOA
（アジピン酸ジオクチル）の SVOC10
物質と SVOC より沸点が低く、DEHP
の加水分解物質である 2E1H（2-エチ
ル -1-ヘキサノール）の合計 12 物質で
ある。表 3 に GC/MS の加熱脱着の条
件を、表 4 に GC/MS の分析条件を示
す。  

 
C．結果  
1)表面 SVOC 濃度  
今回の実験で分析した化学物質は

12物質であるが、検出頻度が高い DBP、
TPP、DEHP の 3 物質のみ考察するこ
ととした。  
図 5 に DBP 濃度を示す。①掃除前
の表面 DBP 濃度は 4［μg/m2］であっ

た。②雑巾、④掃除機、⑤掃除機（ブ

ラシあり）、⑥掃除機＋雑巾と➆スチー
ムクリーナーの表面 DBP 濃度は①掃
除前の表面濃度とほぼ同じであった。

③雑巾（水あり）の場合は掃除後の

DBP の表面濃度が 1.8［μg/m2］で、①

掃除前の濃度より低くなっていること

がわかった。  
図 6 に TPP 濃度を示す。①掃除前の
表面 TPP 濃度は 8.9［μg/m2］であっ

た。②雑巾（水なし）の表面 TPP 濃度
は 18［μg/m2］で、約 2 倍となってい
る。これは雑巾に付着していたものが

表面に付着して濃度が高くなったと考

えられる。③雑巾（水あり）、④掃除機

（ブラシなし）、⑥掃除機+雑巾の条件
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で検出された表面 TPP 濃度は 8.1～
9.1［μg/m2］の範囲で測定され、掃除

前の表面濃度とほぼ同じであった。一

方、⑤掃除機（ブラシあり）、⑦スチー

ムクリーナーを用いた条件では 5.6
［μg/m2］で、他の掃除条件に比べて約

40％削減されていることが分かった。 
  図 7 に DEHP 濃度を示す。①掃除
前の表面 DEHP 濃度は 11000［μg/m2］

であった。③雑巾（水あり）の場合は

7600［μg/m2］で、初期の DEHP 濃度
より約 30％削減されていることが確
認出来た。また、⑤掃除機（ブラシあ

り）の条件は 5300［μg/m2］、⑥掃除機

+雑巾の条件は 6100［μg/m2］であっ

た。②雑巾（水なし）、④掃除機（ブラ

シなし）の場合は表面 DEHP 濃度が
9000［μg/m2］、9300［μg/m2］で、①

掃除前の条件に比べ、約 15％しか削減
出来なかった。一方、⑤スチームクリ

ーナーの条件の表面 DEHP 濃度は
4500［μg/m2］で、除去率約 60％を示
した。  

 
2)表面真菌コロニー数  
 表 5 に表面真菌濃度を、図 8 にスタ
ンプ式培地の培養の様子を示す。除菌

後の表面濃度はスタンプ式の培地

（25cm2）から 0～2 コロニーが培養さ
れた。  
除菌後から 3 日目の掃除前の条件で
は、面積当たり平均値で 87200 コロニ
ーであった。この結果は各掃除方法に

よる掃除後の結果と比較を行う際、初

期の表面真菌濃度として取り扱うこと

とした。④掃除機（ブラシなし）の場

合は初期真菌濃度に比べ、20％しか削
減できず、表面真菌の除去率が低く測

定された。しかし、②掃除機（ブラシ

あり）と④掃除機+雑巾はそれぞれ 90
～97％まで除去されている。また、②
雑巾（水なし）、⑦スチームクリーナー

の場合は滅菌後の初期真菌濃度とほぼ

同じ数値であった。  

 
D．考察  
今回の実験により、雑巾水なしより

水ありの方が汚染物質をよく除去でき

ると考えられる。また、掃除機のみで

床面に付着している SVOC汚染物質を
削減することは難しいが、掃除機ブラ

シなしよりブラシありの方が削減でき

ると考えられる。さらに、床面に堆積

しているダストのみではなく、表面に

ブリードアウトされた SVOC物質を除
去するためには、掃除機と雑巾を一緒

に使用するか、スチームクリーナーな

どを用いるとより効果的であると考え

られる。表面真菌数の結果も SVOC 濃
度と同じ傾向が見られた。掃除機のみ

の条件の場合、他の掃除方法より最も

低い除去率を示した。  
 
E．結論  
本研究では、床表面に堆積する

SVOC 物質や真菌数に着目し、様々な
掃除方法を用いて試験体の表面を掃除

し、掃除後の床上に残留する SVOC 濃
度と真菌数を測定した。  
1）表面 DBP 濃度の場合、掃除前の濃
度と雑巾（水なし）、掃除機（ブラシな

し）、掃除機（ブラシあり）、掃除機＋

雑巾とスチームクリーナーの表面

DBP 濃度はほぼ同じで、雑巾（水あり）
の条件は掃除前の濃度より低く検出さ

れた。  
2）掃除前の表面 TPP濃度 8.9［μg/m2］

に対して、雑巾（水なし）の表面 TPP
濃度は 18［μg/m2］で、掃除前の濃度

より高く検出された。雑巾（水あり）、

掃除機（ブラシなし）、掃除機+雑巾の
条件で検出された表面 TPP 濃度は掃
除前の表面濃度とほぼ同じであった。

一方、掃除機（ブラシあり）、スチーム

クリーナーを用いた条件では、他の掃

除条件に比べて約 40％削減されてい
ることが分かった。  
3）掃除前の表面 DEHP 濃度は 11000
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［μg/m2］であった。雑巾（水あり）の

場合は初期の DEHP 濃度より約 30％
削減されていることが確認されたが、

雑巾（水なし）、掃除機（ブラシなし）

の場合は他の掃除方法より DEHP 濃
度の削減が少なかった。一方、スチー

ムクリーナーの条件の場合、表面

DEHP 濃度は 4500［μg/m2］で、除去

率が約 60％を示した。  
4）今回の測定では、表面真菌数の結果
も SVOC濃度の結果と同様の傾向が見
られた。掃除機（ブラシなし）の条件

の場合、他の掃除方法より低い除去率

を示した。  
5）今回の実験により、掃除機のみで床
面に付着している SVOCや真菌を削減
することは難しいと考えられる。また、

床面に堆積しているダストのみではな

く、表面に堆積した SVOC 物質を除去
するためには、掃除機と雑巾を一緒に

使用するか、スチームクリーナーなど

を用いた方がより効果的であると考え

られる。  
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表一覧  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

加熱脱着温度 30℃ (5min)-(20℃ /min)-220℃ (40min)

供給ガス流量(He) 90 ml/min

吸引流量 60 ml/min

サンプリング時間 60 min

捕集管 Tanex TA(60/80 mesh)

表2　チャンバー加熱脱着条件

項目 ①掃除前 ②雑巾 ③雑巾ｗ＊ ④掃除機
⑤掃除機Ｂ

＊
⑥掃除機＋
雑巾ｗ
⑦スチーム
クリーナー

SVOC物質 1か所 1か所 1か所 1か所 1か所 1か所 1か所
カビ 3か所 2か所 3か所 3か所 2か所 3か所 3か所

表1　測定条件

＊W…水で濡らして絞ったもの、Ｂ…ブラシあり

使用機器 GERSTEL　TDS A

加熱脱着条件 280 ˚C (10 min)

トラップ温度 -60 ˚C

注入温度 325 ˚C (5 min)

表3　Tenax TA捕集管の加熱脱着装置と条件

使用機器(GC/MS) Agilent 6890N / 5973 inert

カラム Inert Cap 1MS  30m×0.25mm×0.25μmdf

GC オーブン温度 50˚C(2min)→10˚C/min→320˚C(5min)

スプリット比 低濃度：splitless、高濃度：50：1

測定モード SCAN

SCANパラメータ m/z 29(Low)~550(High)

検出器温度 230˚C

表4　GC/MSの分析条件

測定箇所 1回目 2回目 3回目 平均値 ［CFU/m2
］

除菌後 2 0 1 1 0～400

①掃除前 240 223 191 218 87200

②雑巾 1 0 0.5 0～200

③雑巾w 20 22 25 22 8800

④掃除機 180 160 177 172 68800

⑤掃除機B 5 5 5 2000

⑥掃＋雑w 7 7 3 6 2400

⑦スチーム 1 0 0 0 0～400

表5　表面真菌濃度
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図一覧  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 実験室の平面図  

図 2 床面の測定イメージ図  

図 3 PVC 試験材の表面を拭き取る様子
と石英ウールをマイクロチャンバーに入れ

た様子  
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図 4 スタンプ培地を用いた表面真菌採集の様子と培養
の様子  
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図 5 PVC 表面における DBP 濃度  
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図 6 PVC 表面における TPP 濃度  
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図 7 PVC 表面における DEHP 濃度  

掃除前  

雑巾（水あり）  

掃除機（ブラシなし）  

掃除機＋雑巾  スチームクリーナー  

除菌後  

掃除機（ブラシあり）  

雑巾（水なし）し）  

図 8 スタンプ式培地の培養の様子  
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[参考 ] 
シックハウス症候群の建築学的対応（問題点と対策等） ガイドライン目次（案）  

     執筆責任者：田辺 担当者：金 炫兌  
 
5.1 はじめに  
 
5.2 シックハウスの問題点  
5.2.1 日本の住宅になぜ問題が起きているのか？  
5.2.2 有害物質の発生源  
 
5.3 シックハウスの対策  
5.3.1 室内有害物質の指針値  
5.3.2 対策  
・使用建材の制限  
・換気  
 
5.4 まとめ  
 
「サマリー」  
なぜ、日本でシックハウスの問題が生じてきたのか？住宅の化学物質の問題は日

本固有のものではないが、日本特有の問題も多くある。エネルギー政策として住宅

の気密化を向上させる指導をしてきたことや、工業化住宅や全国規模の建材メーカ

ーにとっては同一品質が簡易に確保できる新建材に対する需要が高いことである。

住宅の高気密・高断熱化はエネルギー消費量と住み心地と大きな関係がある。私は、

気密化は駄目なので住宅をスカスカにしてしまえと主張するつもりは全くない。代

わりに、シックハウス問題の対策として有害物質の放散が少ない低放散建材を選ぶ

こと、機械換気システムを挿入することによって定量的な換気量を確保することが

大事である。一方で、シックハウス問題を解決するためには 24 時間換気が必要であ
るが、居住者によって運転を止める場合もある。そのため、健康住宅の室内環境を

造るためには政府と住宅業者の役割も大切であるが、居住者の生活習慣も関係があ

る。  
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別添 3 
令和元年度厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業）  

総合研究報告書  
 

シックハウス症候群とアレルギーの基本的な考え方  
 

研究分担者 高野 裕久 京都大学大学院地球環境学堂 教授  

研究要旨 

 狭義のシックハウス症候群は、建物内における化学物質の関与が想定される皮膚・粘膜症状や頭痛・

倦怠感等の多彩な非特異的症状群であり、明らかな中毒、アレルギーなど、病因や病態が医学的に解明

されているものを除くと定義されている。一方、化学物質、例えば、建物内における化学物質への曝露

が、既存のアレルギー疾患の再発、再燃や悪化と関係しうることは、臨床的にもしばしば経験される。

しかし、「明らかな中毒、アレルギーなど、病因や病態が医学的に解明されているものを除く。」という

定義を取る限りにおいては、アレルギー疾患患者や既往者におけるアレルギー症状の再燃や悪化は、ア

レルギー疾患そのものに基づく症状であり、建物内の化学物質との関係の有無は問われない可能性が

残る。換言すれば、「アレルギー疾患患者や既往者には、狭義のシックハウス症候群は起こりえない。」

と言う考え方にもつながりうる。こうした背景から、シックハウス症候群とアレルギーの関連について

基本的な考え方を整理するため、化学物質曝露とアレルギー疾患の関連、特に、アレルギー疾患の再燃

や悪化について、情報・知識を収集、共有し、コンセンサスを得ることを企図した。具体的には、シッ

クハウス症候群とアレルギー疾患、化学物質とアレルギー疾患に関する研究論文を検索、収集し、レビ

ューを実施、継続した。論文は、ヒトを対象とした研究と実験的研究の両者を対象とし、また、実際の

アレルギー疾患、シックハウス症候群の症例についても観察と考察を継続した。 

文献的検討によれば、ヒトを対象とした研究においても、実験的研究においても、室内に存在しうる

種々の化学物質が、アレルギー疾患を悪化する可能性が多々示されていた。具体的には、phthalate、

triclosan、bisphenol A、perfluorooctanoic acid 等の化学物質がアレルギー疾患の病態を悪化しう

ることが報告されていた。また、それらのアレルギー悪化メカニズムも細胞・分子レベルで示されつつ

ある。加えて、建材に関連する化学物質や農薬とともに、化学物質を含有するパーソナルケア製品や芳

香剤、清掃用品等によるアレルギー悪化に関する報告も見られた。 

症例検討によれば、多彩な症状の中で、主訴を何と捉えるかにより、また、発症後の時間経過や時期

によっても、狭義のシックハウス症候群とアレルギー疾患の悪化を厳密に判別することが難しい場合

があることが示された。加えて、狭義のシックハウス症候群とアレルギー疾患の悪化は共存しうること

も示唆された。一方、シックハウス症候群から、いわゆる multiple chemical sensitivity へと進展が

疑われた症例や、職場における何らかの化学物質曝露が発症の誘因と考えられた症例も複数存在した。 

以上、「ある種の化学物質やいわゆる‘シックハウス’の状態は、実験的にも臨床的にも、アレルギ

ー疾患を悪化しうる」と考えられ、内在する分子生物学的メカニズムも明らかにされつつある。今後、 

シックハウス症候群におけるアレルギー疾患の再燃、悪化について、考察、診断するにあたっては、

「ある種の化学物質やいわゆる‘シックハウス’の状態は、実験的にも臨床的にも、アレルギー疾患を

悪化しうる。」という考え方を基本とし、検討、討議を進め、コンセンサスを得る必要があると考えら

れる。また、アレルギー疾患に関連する症状の悪化をシックハウス症候群や、いわゆる‘シックハウス’

状態と関連付けて考えることにより、シックハウス症候群を早期に診断できる可能性があることは、極

めて重要と考えられる。もちろん、その後のいわゆる multiple chemical sensitivity への進展を防ぐ

ことにも有用であることも期待される。一方、今後は、芳香剤やパーソナルケア製品、職場における化

学物質の曝露等にも留意し、より広い視野で、室内環境中の化学物質とアレルギーの関連について、広

く研究を進める必要がある。 
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Ａ．研究目的  

厚生労働科学研究（健康安全・危機管理

対策総合研究事業）シックハウス症候群診

療マニュアルによれば、シックハウス症候

群の患者は 4型に分類される。すなわち、

1型は化学物質による中毒症状、2型は

新・改築などで化学物質曝露の可能性が大

きいもの（狭義のシックハウス症候群）、3

型は化学物質曝露が考えにくく、心理・精

神的関与が考えられるもの、4型はアレル

ギー疾患や他の疾患による症状である。ま

た、次のような記載も存在する。｢シック

ハウス症候群の概念は前述したように広範

囲の病態を含むため、中毒、アレルギーな

どの疾患以外で、微量の化学物質により発

生する病態未解明の状態を、狭義のシック

ハウス症候群として扱うことを、2007 年

に厚生労働科学研究費補助金による合同研

究班（秋山と相澤主任研究者）で合意し

た。化学物質により発生する狭義のシック

ハウス症候群は、建物内環境における、化

学物質の関与が想定される皮膚・粘膜症状

や、頭痛・倦怠感等の多彩な非特異的症状

群で、明らかな中毒、アレルギーなど、病

因や病態が医学的に解明されているものを

除く。」 

一方、化学物質、特に建物内に存在する化学
物質によると考えられる既存のアレルギー
疾患の再発、再燃や悪化は、臨床的にもしば
しば経験される事象である。しかし、「明ら
かな中毒、アレルギーなど、病因や病態が医
学的に解明されているものを除く。」という
定義に従うと、アレルギー疾患患者や既往
者における、アレルギー症状の再燃や悪化
は、アレルギー疾患そのものによる症状で
あり、建物内の化学物質との関係の有無は
問われない可能性が残る。換言すれば、「ア
レルギー疾患患者や既往者には、狭義のシ

ックハウス症候群は起こりえない。」と言う
考え方にもつながりうる。こういった背景
から、シックハウス症候群とアレルギーの
関連について基本的な考え方を整理するた
め、化学物質曝露とアレルギー疾患の関連、
特に、アレルギー疾患の再燃や悪化につい
て、情報・知識を収集、共有し、コンセンサ
スを得ることを企図した。具体的には、シッ
クハウス症候群とアレルギー疾患、化学物
質とアレルギー疾患に関する研究論文を検
索、収集し、レビューを実施、継続した。論
文は、ヒトを対象とした研究と実験的研究
の両者を対象とし、また、実際のアレルギー
疾患、シックハウス症候群の症例について
も観察と考察を継続した。 

 

Ｂ．研究方法 

関連論文の検索方法としては、邦文の文献

は、医中誌（ http://search.jamas.or.jp/ 

index.php）を用いて、最近 3年間の間に公

表されている論文について行った。「シック

ハウス、アレルギー」、「シックハウス、アト

ピー」、「シックスクール、アレルギー」、「シ

ックスクール、アトピー」のキーワードで検

索したところ、適当な論文は認められなか

った。 

英 文 の 文 献 検 索 は 、 PubMed 

（http://www.ncbi.nlm.nih.gov/pubmed）

を用いて、最近 3 年間の間に公表されてい

る論文について行った。検索は、これまでの

「allergic disease, chemical」、「allergic 

diseases, environment 」、「 asthma, 

chemical」、「atopic dermatitis, chemical」

を用いて検索を行い、キーワードにより検

索された 1657件の論文のうち、抄録や本文

から、化学物質とアレルギー疾患の発症・病

態や免疫応答に関する論文を抽出した。筆

者らのグループの研究論文も検討対象とし

た。その内訳は、ヒトを対象とした研究論文
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が48件、実験的研究論文が13件であった。

なお、化学物質の中でも、治療薬に関する論

文は、対象から外した。 

症例とその考察については、分担者が担当

する Rクリニック、シックハウス外来の受

診者を対象に行った。 

 

Ｃ．研究結果 

a） ヒトを対象とした研究（表 1） 

Belachewら[1]は、エチオピア、ゴンダー

ルにおけるシックビルディング症候群

(SBS)の有病率とその関連因子を調査した。

SBS有病率は 21.7%であり、このうち粘膜

症状が 64%、全身症状が 54%、皮膚症状が

10%であり、44%が二つ以上の症状を示し

た。頭痛(15.7%)、喘息(8.3%)、鼻炎(8.0%)、

めまい(7.5%)が最も一般的な症状であった。

また、SBSは室内での真菌の増殖、不潔な

家屋、窓のない家屋、換気扇のない部屋、炊

事燃料として炭の使用、居住区域での炊事、

香料・線香の使用と正の関連が認められた

ことを報告している。 

Apelら[2]は、家庭環境が、出生から 6歳

までの子供のアレルギー疾患に及ぼす影響

を調査した。喘鳴/咳と出生後の自宅改装、

湿疹や喘鳴、咳の混合症状と塗装に正の関

連が認められたことを報告している。 

Huangら[3]は、中国において、家庭環境

とライフスタイルが小児の気管支喘息、ア

レルギー疾患に及ぼす影響を調査した。喘

息は、出生時低身長、カーペットが敷かれた

床、父親のアレルギーと正の関連が認めら

れた。鼻炎は、妊娠中の母親の喫煙、父親の

アレルギー、工業地域への居住が、喘鳴は、

カーペットが敷かれた床、出生時の低身長、

母親のアレルギーと正の関連が認められた。

その他の因子として、ハイウェイや川の近

くへの居住、共有ベッドルーム、ガスを用い

た調理、ペット、ゴキブリ、香料、プリンタ

/写真複写機、TV、湿気、窓の結露が挙げら

れた。中国の都市化、工業化に伴うライフス

タイルや室内環境の変化は、小児の喘息、鼻

炎、喘鳴と関連が認められることを報告し

ている。 

Gallantら[4]は、2歳児を対象に、出生前

および出生後早期の 7 つの室内空気室に影

響を及ぼす要素（air fresheners, 蝋燭, カ

ビ, ネコ, イヌ, カーペット, タバコ）がア

レルギー感作に及ぼす影響を調査した。妊

娠期の蝋燭への曝露、生後 6 か月間のネコ

への接触、2 歳時点でのタバコ副流煙への

曝露は、それぞれの皮膚プリック試験陽性

結果を有意に上昇させた。皮膚プリック試

験陰性の子供と比較して、陽性の子供は、よ

り多くの要素の曝露を受けていた。曝露要

素が増えると、皮膚プリックテストの陽性

率が上昇した。室内環境は、アレルギーに影

響を及ぼし、複合曝露による影響は、単独曝

露に比べてアレルギーの悪化に、より影響

を及ぼす可能性を報告している。 

Virotら[5]は、小児と成人を対象として、

ダニが関連するアレルギー性鼻炎および気

管支喘息に室内環境が及ぼす影響について

調査した。クラスター解析を行ったところ、

クラスター1では、全ての鼻炎、32%の喘息

の発症は、都市部の生活と関連が認められ

た。クラスター2, 3では、喘息の発症と、芳

香剤、清掃用品、タバコの煙との間に関連が

認められた。ダニの感作と室内環境化学物

質の曝露は、アレルギー疾患と関連が認め

られることを報告している。 

Mikešら[6]は、0－5歳の子供を対象とし
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て、家庭用化学物質の曝露と、喘鳴フェノタ

イプとの関連を調査した。家庭用化学物質

を曝露した時のオッズ比は、intermediate 

onset transient (OR 1.27, 95% CI 1.10-

1.47), intermediated onset persistent (OR 

1.23, 95% CI 1.03-1.46), early onset 

persistent phenotypes (OR 1.36, 95% CI 

1.04-1.77)であった。家庭用化学物質の使用

は、5 歳までの子供の喘息に影響を及ぼす

ことを示している。 

Svanesら[7]は、自宅や職場の長期の清掃

が、肺機能低下と気道閉塞に及ぼす影響を

調査した。自宅や職場の清掃は、女性の

FEV1（1秒間の努力呼気量）や FVC（努力

肺活量）を低下させた。クリーニングスプレ

ーや他の洗浄剤の使用は、FEV1 の低下を

促進した。清掃は、男性の肺機能低下と気道

閉塞に有意に関連しなかった。清掃活動に

関連する物質の曝露が女性の呼吸器に悪影

響を及ぼす可能性があることを示している。 

Liら[8]は、中国の学校・家庭の環境と呼

吸器症状の関係を調査した。喘鳴、息切れ

（昼間）、夜間の咳、夜間の喘鳴/息切れと呼

吸器感染の発症は、それぞれ、14.3%、23.2%、

15.4%、4.7%、37.3%であった。喘鳴の発症

は、家庭の副流煙（ETS）、湿気/カビ、教室

のオゾンと関係していた。昼間息切れの発

症は、家庭の改装と湿気/カビと、教室の

CO2 と相対湿度と関連が認められた。夜間

の咳の発症は、家庭の湿気/カビ、教室の

PM10、CO2、相対湿度と、屋外の PM10、

SO2、NO2と関連していた。夜間の喘鳴/息

切れの発症は、家庭の湿気/カビと教室の相

対湿度、PM10 と関連していた。呼吸器感

染症は、屋外の高濃度 PM10の時に確認さ

れた。大気汚染と教室の不十分な換気、家庭

での副流煙、湿気・カビ、改装による化学物

質の放出は、呼吸器症状の発症を増加させ

うることを報告している。 

Takaokaら[9]は、4つの学校の日本人学

生（12歳～15歳）を対象に、教室の温度、

相対湿度、生徒密度、ほこりなどのデータを

調査し、喘息や呼吸器症状、気道感染との関

連を分析した。その結果、高い相対湿度、高

い生徒密度及び浮遊アレルゲンは気道感染

リスクを高める可能性を、家庭内の室内塗

装、新しい床材、臭い、湿気、結露及び猫を

ペットとして飼うことは呼吸器系疾患の発

症と関連していることを報告している。 

Huら[10]は、中国の小児を対象に、室内

環境がアレルギー疾患に及ぼす影響を調査

した。室内の CO2、 Di(2-ethylhexyl) 

phthalate、dibutyl phthalate、PM2.5、

Cladosporium, Aspergillus、Penicillium濃

度の増加は、アレルギーのリスクを増加さ

せる可能性を報告している。 

Shi ら [11]は、上海の小児を対象に、

phthalate 曝露がアレルギー疾患に及ぼす

影響について調査した。Mono‑n‑butyl 

phthalate (MnBP)の曝露は、喘鳴、鼻炎、

湿疹の発症と正の関連が認められた。

Mono‑isobutyl phthalate (MiBP)の曝露

は、鼻炎、湿疹の発症と正の関連が認められ

た 。 mono‑2‑ethyl‑5‑hydroxyhexyl 

phthalate (MEHHP) と

mono‑2‑ethyl‑5‑oxohexyl phthalate 

(MEOHP) の曝露は、湿疹の発症と正の関

連が認められた。phthalate は、小児のアレ

ルギー疾患に悪影響を及ぼす可能性を報告

している。 

Tsujiら[12]は、妊婦の金属曝露が妊婦の

アレルギー反応に及ぼす影響を調査した。
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ダニと動物の毛に特異的な IgE量は、血中

Hg, Mn濃度と負の相関が認められた。スギ

花粉特異的 IgE量は、血中 Hg、Se濃度と

正の相関が認められたことを報告している。 

Zhouら[13]は、中国の小児を対象に、出

生前の bisphenol A（BPA）曝露が、アレル

ギー疾患に及ぼす影響について調査した。

アレルギー疾患を有する小児の母親の尿中

BPA量は、アレルギー疾患を発症していな

い小児の母親と比較して高値を示し、この

結果は、男児よりも女児に強く影響が認め

られた。出生前の BPA曝露は、女児のアレ

ルギー疾患のリスクを上げることを報告し

ている。 

Yangら[14]は、小児を対象に、BPAによ

る気管支喘息有病率の上昇に DNA メチル

化が関与するかどうかを調査した。尿中の

BPA グルクロニドは、mitogen-activated 

protein kinase(MAPK)1プロモーター・メ

チル化と逆相関が認められた。MAPK1 メ

チル化は、気管支喘息を発症していない小

児よりも、発症した小児において低かった。

小児の BPAが関連する喘息に、MAPK1メ

チル化の変動が寄与する可能性を報告して

いる。 

Kvalem ら[15]は、perfluoroalkyl 物質

(PFASs)の曝露が、小児のアレルギー疾患、

気管支喘息、気管支炎に及ぼす影響につい

て調査した。小児の 70%の血清において、

PFASs （ perfluoroheptanoate (PFHpA), 

perfluorooctanoate (PFOA) , 

perfluourononanoate (PFNA), 

perfluorodecanoate (PFDA), 

perfluoroundecanoate (PFUnDA), 

perfluorohexane sulfonate (PFHxS), 

perfluoroheptane sulfonate (PFHpS) , 

perfluorooctane sulfonate (PFOS)）が検出

された。女児の喘息発症と PFHpA 曝露と

の間に正の関連が認められた。PFNA、

PFDA、PFUnDA曝露は、女児のアトピー

性皮膚炎の発症と逆相関が認められた。

PFNA と PFHpS は、女児の鼻炎と正の関

連 が 認 め ら れ た 。 PFHpA, PFOA, 

PFHpS,PFOSの曝露は、下気道感染と正の

関連が認められたことを報告している。 

Dusefanteら[16]は、殺生物効果を有する

Methylchloroisothiazolinone 

(MCI)/methylisothiazolinone (MI)が、接触

性皮膚炎を誘導することを示した。MCI/MI

感作による有病率は、4.2%であり、特に 25

歳未満の女性に多く認められた。MCI/MI

感作は、アトピー性湿疹、手/前腕/顔面皮膚

炎と正の関連が認められたことを報告して

いる。 

Linauskienėら[17]は、プラスティック眼

鏡フレームに使用される塗料 Solvent 

Orange (SO) 60（perinone塗料）が接触性

皮膚炎を誘導することを報告し、10例中 4

例が、アトピーの既往歴を有したことを報

告している。 

Fasthら[18]は、デンマークにおいて、ホ

ルムアルデヒドあるいはホルムアルデヒド

放出剤が接触性皮膚炎に及ぼす影響を、10

年に渡り調査した。ホルムアルデヒド 1%に

対する接触性皮膚炎の有病率は、1.5%であ

った。10年では、減少している傾向で、有

病率は、0.97%―2.3%の間で変動した。ホル

ムアルデヒドに対してアレルギーを有する

患者は、同時にホルムアルデヒド放出剤

Quaternium-15に対しても、パッチテスト

陽性を示した（36%）。ホルムアルデヒドに

対してアレルギーを有する患者は、ホルム
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アルデヒド放散剤を含む製品を使用し、そ

の製品として、化粧品が最も多かったこと

を報告している。 

Bennike ら[19]は、香水が接触性皮膚炎

に及ぼす影響について調査した。香水によ

る接触性皮膚炎は、患者の生活の質（QOL）

の低下を招き、特に、酸化型 linalool の影

響が著しいことが報告されている。 

Helmら[20]は、米国女性によって使われ

るヘアケア製品に含有される内分泌攪乱物

質や気管支喘息と関連する化学物質につい

て調査した。 cyclosiloxanes, parabens, 

diethyl phthalateが多くの製品に含まれて

いた。毛根刺激剤、ヘアローション、

relaxersは、nonylphenols, parabens, 芳香

剤がしばしば含まれていた。anti-frizz 製

品は、cyclosiloxanesを含んだ。子供向けの

Hair relaxers は、California's Proposition 

65 あるいは EU cosmetics 規制で禁止さ

れている 5 つの化学物質が含まれていた。

これらの化学物質は、製品表示に掲載され

ていなかったことを報告している。 

Berger ら[21]は、妊娠中のパーソナルケ

ア製品に含有される化学物質が、子供の喘

息やアレルギー疾患に影響を及ぼすかどう

かを調査した。妊娠中女性から収集した尿

中の phthalate 代謝物、 paraben および 

phenols濃度を定量化した。また、2、5お

よび7歳の子供の血液中Tヘルパー1（Th1）

および T ヘルパー2（Th2）細胞を測定し、

7歳で喘息、aeroallergy、湿疹、および肺機

能を評価した。その結果、Mono-n-butyl 

phthalate は、高い Th2（%）と、methyl 

paraben は低い Th1（%）と、Monoethyl 

phthalate は低い努力呼気流量と関連があ

ったことを報告している。 

Berger ら[22]は、パーソナルケア製品お

よびプラスチックに使用される高分子量の

phthalate や BPAの妊婦への曝露が、子の

呼吸器疾患に及ぼす影響を調査した。

Monocarboxyisooctyl phthalateは、喘息の

発症、1 秒間の努力呼気量や努力性呼気流

量の低下等と関連していたことを報告して

いる。 

Choiら[23]は、韓国成人を対象に、家庭

用品（洗剤、コーティング剤、接着剤、芳香

製品、塗料、消毒薬、防腐剤等 23品目）が

アトピー性皮膚炎に及ぼす影響について調

査した。使用された平均家庭用品数は、23

品目中 13.44であった。使用頻度平均は、1

か月 3.52回であった。家庭用品を多く使用

している人は、低い使用頻度の人と比較す

ると、アトピー性皮膚炎の診断を受ける可

能性が高いことを報告している。 

Carderら[24]は、1989年から 2017年に

かけて、英国 The Health and Occupation 

Research（THOR）ネットワークを用いて、

洗浄剤が呼吸器疾患に及ぼす影響を調べた。

呼吸器症例の約 6％（779症例）は、洗浄剤

が起因しており、診断は、主に喘息（58％）

と吸入事故（27％）であった。その化学物

質の内訳はアルデヒド（30％）と塩素（26％）

であったことを報告している。 

Fanら[25]は、中国において、学校及び家

庭での PM10 曝露と、呼吸器症状の有病率

及び学生の自己申告による呼吸器感染症と

の関連を調査した。その結果、家庭での湿

気、改装、たばこ副流煙、換気不足、学校で

の高い相対湿度と PM10濃度は、呼吸器の

健康に影響を与える可能性があると報告し

ている。 

Raherisonら[26]は、農薬散布が小児の気
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管支喘息と鼻炎に及ぼす影響を調査した。

Dithiocarbamates 系農薬の尿中バイオマ

ーカーとして、ethylenethiourea (ETU)を

測定し、尿中 ETU濃度は、気管支喘息、鼻

炎症状と正の関連が認められたことを報告

している。 

Díaz-Criolloら[27]は、コロンビアの農業

者において、paraquatとその他の農薬混合

物の長期曝露と呼吸器症状との関係を調査

した。農業労働者は、paraquat の他に、

profenofos 及び methamidophos の使用が

高かった。慢性のパラコート曝露は、喘息の

発症をわずかに増加させた。農薬混合物へ

の曝露は、インフルエンザ、胸郭痛、アレル

ギー性鼻炎の発症、肺活量の低下と関連が

認められたことを示している。 

Maesanoら[28]は、農業従事者において、

粒 子 状 物 質 や Volatile Organic 

Compound(VOC)の屋内曝露が呼吸器に及

ぼす影響を調査した。VOCs 濃度は、職場

よりも住居において高値を示した。農場（住

居+職場）における濃度を考慮すると、喘息

の 発 症 （ 9.3% ） は 、 benzene 、

trichloroethylene 、 halogenated 

hydrocarbonsと正の関連が認められた。初

期の気道閉塞(29.8%)は、農場における 2-

butoxyetylacetate、glycol ethers、穀倉/厩

舎における PM2.5 濃度と正の関連が認め

られることを報告している。 

Kudagammana ら[29]は、農薬と人工肥

料が、就学前児童のアレルギー疾患の罹患

率に及ぼす影響を検討した。喘鳴は、有機農

園の子供の 41.2％と農薬と人工肥料を用

いた農園の 59.8％で認められた。アレルギ

ー性鼻炎の割合は、それぞれ、37.7％と

82.5％、湿疹は 17.5％と 20.28％だった。2

つの母集団のうち、600/mm3を超える好酸

球増加症の割合は、それぞれ 26.1％および

34.1％だった。アレルギー性疾患は、農薬と

化学肥料に曝露されている就学前児童によ

り多く認められたことを示している。 

Caridi ら[30]は、米国の医療従事者の作

業が喘息に影響を及ぼしうるかを調査し、

看護師業務（例えば、消毒）や掃除作業は、

喘息や気道過敏性の亢進症状と正の関連が

認められたことを報告している。 

Collins ら[31]は、toluene diisocyanate 

(TDI)製造施設の労働者の喘息リスクを調

査し、TDI 曝露が喘息の発症と関連してい

ることを示し、喘息患者は TDIの臭気に過

敏に反応することを報告している。 

Sartorelliら[32]は、使い捨て飲料容器に

使用される Polyethylene terephthalate 

(PET) （ terephthalic acid, dimethyl 

terephthalate）の化学工場に勤務する労働

者が、過敏性肺臓炎を発症したことを報告

した。なお、この患者は、アスベストに曝露

された経歴を有した。 

Suojalehto ら[33]は、3-(Bromomethyl)-

2-chloro-4-(methylsulfonyl)-benzoic acid 

(BCMBA)製造工場において、BCMBAが関

連する職業性喘息、アレルギー性鼻炎、接触

性蕁麻疹について調査した。 85 名の

BCMBA 曝露労働者、9 名の非曝露労働者

のうち、9名の労働者において呼吸、皮膚症

状を示し、BCMBA に対する皮膚プリック

テストにおいて、陽性を示した。職業性喘

息、鼻炎、接触性蕁麻疹は、BCMBA 負荷

試験で確認された。負荷試験における喘息

誘発濃度は0.03%あるいは0.3%BCMBAで

あり、非常に低かったことを報告している。 

Schwensen ら[34]は、デンマークにおい
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て、防腐剤が接触性皮膚炎に及ぼす影響に

ついて調査した。職業性接触性皮膚炎を発

症しているもののうち、14.2%は防腐剤に

よるものであった。防腐剤ではない接触性

皮膚炎患者と比較すると、顔面皮膚炎が特

徴的であり、40 歳以上の成人が多かった。

塗 装 工 に 発 症 者 が 多 く 、 主 に 、

methylisothiazolinone、formaldehydeが原

因であったことを報告している。 

Fan ら [35] は 、 2,4-dichloro-5-

methylpyrimidine (DCP)誘導の接触性皮

膚炎の臨床症状について報告している。

DCP 工場に勤務する労働者で接触性皮膚

炎を発症したものは、DCP 曝露後、1～10

分後に症状が認められた。接触部位は、浮腫

を伴い、紅斑性皮膚病変であった。他の症状

として、灼熱感、かゆみ、頭痛、悪心/嘔吐、

失神が認められた。一部の患者は、DCP曝

露 1～4日後に、全身にそう痒性発疹を呈し

たことを報告している。 

Pesonen ら[36]は、フィンランドにおい

て colophonium（松脂）が誘導する職業性

接触性皮膚炎について調査した。職業性接

触性皮膚炎が疑われる患者の 4.6%が

colophonium パッチテストに陽性を示した。

これらの患者は、林業の機械工、ハンダ付け

業務、農業に従事していたことを報告して

いる。 

Steinemann[37]は、オーストラリアにお

いて、化学物質過敏症の有病率と気管支喘

息および芳香剤過敏との併発率を調査した。

全国で 6.5%が化学物質過敏症と診断され、

18.9%が日常に存在する化学物質や製品に

過敏に反応し、19.9%がその両方、あるいは、

片方であった。化学物質過敏症の患者の

74.6%は喘息または喘息様病態が認められ

た。91.5%は芳香剤に対して過敏反応を示

し、芳香消費者製品に曝露されると、片頭痛

などの健康問題が認められることを報告し

ている。 

Steinemann[38]は、米国において、化学

物質過敏症の有病率、喘息と芳香剤過敏と

の併発率、芳香消費者製品の影響について

調査した。12.8％が化学物質過敏症と診断

され、25.9％が化学物質過敏の症状を経験

していた。患者の 86.2％は、芳香消費者製

品に曝露されると、片頭痛などの健康上の

問題が認められ、71.0％は喘息、70.3％は、

芳香剤などの芳香製品が使用されている場

所に移動できないことを報告している。 

Lindら[39]は、喘息/アレルギー疾患と化

学物質不耐性・建物不耐性に高い併発が存

在するか否かをアンケート調査した。これ

らの間に高い併存罹患、多疾病罹患が認め

られたことを報告している。 

Azumaら[40]は、家族・親子関係が、化

学不耐性に影響を及ぼすかを調査した。母

親の化学物質不耐性は、小児のアレルギー

性鼻炎、気管支喘息と慢性気管支炎と正の

関連が認められたことを報告している。 

Hojoら[41]は、化学物質過敏症の発症/誘

因要因を推定するため、自覚症状、化学曝露

量、アレルギー疾患の罹患率を調査した。

10 年前と比較すると、化学物質の曝露は、

受動喫煙と殺虫剤曝露が減少した。化学物

質過敏症患者におけるアレルギー疾患の罹

患率は、気管支喘息、アトピー性皮膚炎、ア

レルギー性鼻炎、食物性アレルギーは有意

に増加したのに対し、花粉症と薬物アレル

ギーが有意に減少した。発症/誘因因子とし

て、家屋の建築と改修は、減少したが、対照

的に、電磁波、香水、薬物療法が有意に増加



24 
 

し、発症/誘因因子の多様化が起きているこ

とを報告している。 

D'Attisら[42]は、化学物質過敏症を有す

るアレルギー患者と、化学物質過敏症を有

しないアレルギー患者との間で、CYP2C9、

CYP2C19、CYP2D6遺伝子多型が存在する

かどうかを調査した。その結果、CYP2D6 

phenotypes に違いが認められることを報

告している。 

Joensenら[43]は、デンマークにおいて、

バリア機能を有する表皮性タンパク質

Filaggrin の遺伝子変異を有する成人男性

とそうでないものを対象に、化学物質の曝

露に相違が認められるか否かについて調査

した。尿中 Phenol, Paraben, UV filter濃

度が測定された。Filaggrin 遺伝子変異は、

尿中methyl paraben、n-propyl paraben濃

度を増加させたことを報告している。 

Abou-Doniaら[44]は、化学物質に曝露さ

れた 24 人の患者における 6 種類の神経自

己抗体レベルを調査した。24人の化学物質

を曝露された患者の平均神経自己抗体レベ

ル（健常人と比較）は、タウタンパク質：

475％、微小管関連タンパク質-2：391％、

ニューロフィラメントタンパク質（NFP）：

334％、ミエリン塩基性タンパク質：302％、

グリア線維性酸性タンパク質：299％、チュ

ーブリン：225％であり、ほとんどの患者お

よび患者グループ全体で有意に上昇したと

報告している。そのうち、タウタンパク質自

己抗体は末梢神経障害、筋肉痛、関節痛、喘

息、化学物質過敏症の患者グループで有意

に上昇し、チューブリン自己抗体は化学物

質過敏症、喘息患者で、NFP自己抗体は睡

眠時無呼吸症患者で有意に上昇していた。

自己抗体の測定が、環境化学物質曝露の予

防、診断、治療に役立つ可能性があること、

環境化学物質が自己免疫を介して、神経シ

ステムに悪影響を及ぼす可能性があること

を報告している。 

一方で、化学物質の影響を受けない、ある

いは、化学物質による免疫抑制を介したア

レルギー症状抑制作用についても報告され

ている。 

Parkら[45]は、教室内の塗装（水性塗料）

が、アレルギー疾患に及ぼす影響を調査し、

塗料は、学童のアレルギー疾患と関連が認

められなかったことを報告している。 

Impinen ら [46] は 、 perfluoralkyl 

substances (PFASs)の出生前曝露が、小児

のアレルギー疾患や気管支炎に及ぼす影響

について調査した。19 種類の PFASs が臍

帯 血 よ り 検 出 さ れ 、 perfluorooctane 

sulfonic acid (PFOS), perfluorooctanoic 

acid (PFOA), perfluorooctanesulfonamide 

(PFOSA), perfluorohexane sulfonic acid 

(PFHxS), perfluorononanoic acid (PFNA), 

perfluoroundecanoic acid (PFUnDA)が最

も高い値を示した。PFASsの出生前曝露は、

出生時肺機能、気管支喘息、鼻炎、アトピー

性皮膚炎、アレルギー感作の何れにも影響

を及ぼさないことを報告している。 

Yeら[47]は、1976年 7月 10日に、イタ

リアの Seveso で起きた化学爆発（2,3,7,8-

Tetrachlorodibenzo-p-dioxin (TCDD)）が、

その後出生した子のアレルギー疾患に及ぼ

す影響を調査した。母体血清中の TCDDは

喘息や花粉症と関連はなく、湿疹の発症と

負の関係が認められ、それは TCDDの免疫

調節不全効果に起因することを示唆してい

る。 

Levyら[48]は、屋内空気を浄化するのに
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用いられる植物由来の揮発性合成物エッセ

ンシャルオイル（エアスプレー式）が、気管

支喘息に及ぼす影響を調査した。軽度ある

いは中等度の喘息患者は、エッセンシャル

オイルを、1日 2回午前 8時と午後 8時に

曝露され、4週間継続した。その後、一酸化

窒素、肺機能とメタコリン誘発試験を実施

し、喘息病態をAsthma Control Test（ACT）

によって評価した。その結果、特に、影響は

認められなかったことを報告している。 

 

b） 実験的研究（表 2） 

 Wangら[49]は、Nonylphenolがアレルギ

ー性鼻炎に及ぼす影響を検討した。OVA感

作時、Nonylphenol の皮下投与は、アレル

ギー性鼻炎症状、OVA特異的 IgE量、好酸

球浸潤を悪化、増加させた。また、IL-4, IL-

5, IL-13, IL-9, IL-6, IL-17産生増加と IL-

10 産生抑制が認められた。GATA3, PU.1, 

RORγt は増加したが、FoxP3と Helios は

減少した。Nonylphenolによって、Th2, Th9, 

Th17 サブタイプは増加したが、Treg は減

少した。従って、Nonylphenolが、Th2, Th9, 

Th17増加と Treg抑制を介して、アレルギ

ー性鼻炎を悪化させうることを報告してい

る。 

Yanagisawaら[50]は、実際にヒトが経口

摂取しうる低濃度の bisphenol A が気管支

喘息に及ぼす影響について調査した。BPA

混餌と OVA 気管内投与は、OVA 単独曝露

と比較して、肺炎症、気道過敏性の亢進、

Th2 サイトカイン・ケモカインに関連する

mRNA 発現、血清中 IgE と IgG 量を増加

させ、肺中の estrogen receptor（ER）β、

androgen receptor （AR）mRNA発現を減

少させた。また、BPA曝露は、縦隔リンパ

節細胞において、OVA再刺激後の細胞増殖

及び IL-4、IL-5産生を増加させた。さらに、

OVA存在下、BPAは、骨髄細胞の Gr-1発

現を増大させた。低濃度の BPA経口曝露は、

Th2 反応、肺におけるホルモンレセプター

発現の減少、リンパ節と骨髄の微小環境の

変動を介してアレルギー性気管支喘息を悪

化させることを報告している。 

Koike ら[51]は、若齢期の BPA 曝露が、

アレルギー性気道炎症に及ぼす影響を調査

した。OVA存在下、BPAは、肺において炎

症性細胞の浸潤、Th2 サイトカイン・ケモ

カインの発現、OVA特異的 IgEの産生、縦

隔リンパ節細胞における総細胞数、活性化

抗原提示細胞、Th2サイトカイン、stromal 

cell-derived factor-1産生を増大させた。さ

らに、OVA存在下、BPAは血清中の抗炎症

corticosterone 量、肺中 estrogen receptor 

2 mRNA発現を変動させた。若齢期の BPA

曝露は、アレルギー性気道炎症を悪化させ

ることを報告している。 

Loffredoら[52]は、BPAが気道上皮細胞

に及ぼす影響、および BPAの吸入・経口摂

取が、気管支喘息に及ぼす影響を調べた。

BPAは、気道上皮細胞の増殖と修復を阻害

し、TSLP発現を誘導した。BPAのマウス

への曝露は、皮膚、腸および気道において、

炎症性物質の発現を促進し、全身性の炎症

反応を誘発した。また、BPAは、OVAによ

る気道感作を悪化させたことを示している。 

Win-Shweら[53]は、アレルギー性喘息マ

ウスモデルを使用して、BPAの気管内投与

が記憶機能および神経免疫バイオマーカー

に及ぼす影響を調べた。認識能力障害は、

BPAを曝露した喘息モデルマウスで観察さ

れ、さらに、海馬の NMDA受容体などの発
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現が減少した。アレルゲンの存在下で、BPA

の曝露が海馬の記憶機能関連遺伝子をかく

乱することにより、記憶能に影響を与える

可能性があることを示している。 

Tanakaら[54]は、臭素系難燃剤（DE71, 

DE79）がアトピー性皮膚炎に及ぼす影響を

検討した。臭素系難燃剤は、ダニアレルゲン

によって誘導される臨床スコア（浮腫や乾

燥）を悪化させた。ダニアレルゲン存在下で

は、DE79 が高い総 IgE 値を示した。臭素

系難燃剤は、アトピー性皮膚炎を悪化させ、

少なくともその一部には、IgE 量の産生増

加が関与することを報告している。 

Marshallら[55]は、抗菌剤トリクロサン

がアレルギーを悪化させるメカニズムを検

討した。0.75-3%のトリクロサンの曝露によ

って、皮膚において Toll様 Receptor 4の内

在性リガンドとして機能する S100A8/A9

の発現が増大し、白血球浸潤を誘導した。

TLR4の他、TLR1、TLR2、TLR6の発現増

大が認められた。TLR4/MD-2複合体を阻害

すると、4日後に局所炎症反応が抑制され、

IL6、TNFα、S100a8、S100a9、TLR1、TLR 

2、TLR 4、TLR 6発現が減少した。また、

lymph node cellularityの減少とリンパ節T

細胞による IL-4、IL-13 の産生抑制が認め

られた。TLR4/MD-2 複合体阻害 9 日後、

Th2 反応は抑制されていたが、早期反応で

ある皮膚や lymph node cellularityの変化

は消失した。S100A8/A9-TLR4経路は、ト

リクロサン曝露によるアレルギー悪化の早

期分子機構として重要な役割を担っている

ことを報告している。 

Aoら[56]は、パーソナルケア製品に含有

される有機 UV フィルター(2-hydroxy-4-

methoxybenzophenone, BP-3; 4-

methylbenzylidene camphor, 4-MBC; 2-

ethylhexyl 4-methoxycinnamate, EHMC; 

and butyl-methoxydibenzoylmethane, 

BDM)が、マクロファージに及ぼす影響を

検討した。有機 UV フィルターの曝露は、

IL-6, TNF-α などの炎症性サイトカインの

産生を有意に増加させた。さらに、p38 

mitogen-activated protein kinase(MAPK)

および NF-κB シグナル伝達経路が活性化

さ れ 、 そ れ に TGF-β-activated 

kinase(TAK)1 が関与することを示唆して

いる。 

Tayabali ら [57] は 、 Microbial-based 

cleaning productsが、アレルギー性肺炎症

に及ぼす影響を検討し、Microbial-based 

cleaning productsとダニアレルゲンの曝露

は、好酸球、ダニ特異的 IgE、IgGを増加さ

せ、アレルギーを悪化させうることを報告

している。 

Hwang ら[58]は、アレルゲン非存在下、

DINP が気管支喘息に及ぼす影響について

調査した。in vitroにおいて、DINPは、ナ

イーブ CD4+T細胞から Th1細胞への分化

を抑制しTh2への分化を促進することを示

した。また、in vivoにおいて、DINPは IL-

4、IL-5、IgEおよび IgG1の産生増加と、

IFN-γ及び IgG2aの産生減少を介して気管

支喘息を誘発した。DINPは、炎症性細胞の

浸潤と PAS陽性細胞を誘導し、カスパーゼ

-1 とカスパーゼ-3 の発現を増加させた。

DINP は、Th1/Th2平衡の変調と、Th2サ

イトカインや免疫グロブリン産生を介して

喘息を誘発することを報告している。 

Devos ら [59] は 、 toluene-2,4-

diisocyanate（TDI）を用いた化学物質誘発

気道過敏症（AHR）モデルマウスにおける
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IL-13 の役割を調査した。TDI 感作および

TDI 曝露した野生型マウスは、メタコリン

に対して AHRを示した。一方、IL-13 欠損

マウスは、AHRを示さず、血清総 IgE量も

低かった。TDI 感作および TDI 曝露した

IL-13 欠損マウスは、耳介リンパ節中 T 細

胞数が少なかった。TDI 曝露した野生型マ

ウスに、抗 IL-13抗体を投与すると、IgE量

は増加していたにもかかわらず、コントロ

ール野生型マウスとは対照的に AHR を示

さなかった。TDI 曝露した野生型マウスを

抗 IL-13 抗体処理したことで、血清中 IL-

13レベルは低値を示したが、Tおよび B細

胞数、サイトカイン産生の変化は認められ

なかった。従って、IL-13は、化学物質によ

って誘導される AHR のエフェクター相に

おいて重要な役割を担っていることを報告

している。 

Broströmら[60]は、プラスティックの製

造に使用されるTDIが誘導する気管支喘息

の感受性要因を調査し、ATX（autotaxin）

-LPA（lysophosphatidic acid）シグナルに

関係するタンパク質をコードする遺伝子の

一塩基多型（SNP）を同定した。プリン受

容体 P2X7SNP（rs208294 と rs2230911）

は、TDI曝露のマーカー（尿 2,4-トルエン・

ジアミン）と血漿 LPA量の正の関連を有意

に修飾した。一方、気道上皮細胞に TDIを

曝露すると、ATXと IL-1βを産生し、P2X7

阻害剤は、ATX と IL-1β 産生を抑制した。

P2X7は、TDI誘導の ATX-LPAシグナルに

おいて重要な役割を示し、P2X7の SNPに

よって、修飾を受けることを報告している。 

Nicolaiら[61]は、T細胞が、CD1a(ヒト

皮膚上の MHC I様タンパク)を介して接触

性皮膚炎を誘導するアレルゲンを認識する

かどうかを検討した。CD1aは、化粧品で広

く使われている木油であるペルーバルサム、

歯磨き粉に反応した。ペルーバルサム中の

抗原性化合物として、benzyl benzoate と

benzyl cinnamateが同定された。消費者製

品に対する過敏反応に、CD1a が関与しう

ることが報告されている。 

 

なお、参考として、平成 25-26年、27-28

年度厚生労働科学研究費補助金（健康安全・

危機管理対策総合研究事業）研究「シックハ

ウス症候群の診断基準の検証に関する研究」

で調査した文献に関して、ヒトを対象とし

た研究を表 3, 4に、実験動物や細胞を対象

とした実験的研究を表 5に示した。 

 

C) 症例とその考察 

症例１：50台、女性 

既往歴：花粉症（春季） 

現病歴：平成 24年頃より、職場の建物内

でイソプロピルアルコールを扱う作業に従

事するようになり、時に咳を自覚するよう

になった。平成 25年 11月頃より、咳や喀

痰が出現し、それらは職場で特に顕著に出

現した。近医やＫ大学付属病院呼吸器内科

で呼吸機能検査や胸部Ｘ線を含む諸検査を

受けるも異常は指摘されず、気管支喘息に

対する吸入薬をはじめとする諸薬物治療も

無効であった。その後、香水やボンドの臭い

でも咳が誘発されるようになったため、平

成 26年 1月に R クリニック、シックハウ

ス外来初診となった。 

現症：特記事項なし。 

経過：Ｋ大学付属病院耳鼻科に紹介する

も、上咽頭の軽度発赤のみで、顕著な異常は

指摘されなかった。その後、次第に、洗剤、
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柔軟剤、ガソリン、自動車排ガス、芳香剤、

ゴム、タバコ等でも、咳、咽頭痛、嘔気、ふ

らつき、集中力低下等の症状を認めるよう

になった。しかし、その後、休業と生活用品

の調整（合成製品→自然由来製品）、前述の

要因の曝露機会を可能な限り減ずること等

を心がけることにより、自覚症状は改善傾

向を示した。 

同年、3月、Ｓ診療所を紹介、受診。神経

生理的検査で自律神経失調、滑動性眼球追

従運動障害が明瞭に検出され、問診とあわ

せ、化学物質過敏症（いわゆる multiple 

chemical sensitivity）の診断を受けた。 

考察とその後の経過：職場建物内の作業

現場における揮発性有機化合物濃度に関す

る測定データは得ることができず、実際の

曝露濃度は不詳であった。しかし、手元に換

気機器がない場所で有機溶剤に関連する作

業に従事していたとのことであり、職場建

物内における有機溶剤の曝露を原因とする

シックハウス症候群と推定される症例と考

えられた。また、有機溶剤関連業務以外への

配置転換が、契約上不可能であったために、

曝露が長期に及び、いわゆる multiple 

chemical sensitivity にいたった症例とも

推定された。    

アレルギー疾患として花粉症の既往はあ

るが、主訴はこれに関する症状ではなく、花

粉が飛散し、過去に自覚症状が出現してい

た春以外に、アレルギー疾患との関連が濃

厚とは考えにくい諸症状が発現していたた

め、狭義のシックハウス症候群の範疇にあ

る症例と考えられた。 

その後、退職し、症状は軽減傾向にあっ

た。しかし、種々の化学物質の曝露を契機に

すると考えられる体調不良は時に出現し、

いわゆる multiple chemical sensitivityの

状態が継続していると考えられた。 

今年度は当該クリニックを受診していな

い。 

 

症例 2：50台、女性 

既往歴：花粉症、食物アレルギー、金属ア

レルギー（ハウスダスト、スギ、コメ、ダイ

ズ、等に対する特異的 IgE抗体陽性、ニッ

ケル、水銀に対する DLST(リンパ球刺激試

験)陽性） 

生活歴：元来家業が染色関連であり、種々

の物質への曝露の存在が推定された。青少

年期より、既往歴にあげた種々のアレルギ

ー疾患に関連すると考えられる症状があり、

看護実習時のホルマリン使用等でそれらが

悪化することを自覚していた。看護師とし

て勤務中に、頭痛やのどの違和感を自覚す

ることもあった。 

現病歴：47歳時、住居の下階のリフォー

ムを契機に、勤務時同様、頭痛やのどの違和

感を自覚し、アレルギー専門医を受診した。

その後、次第に、臭いに対する過敏性が増強

し、めまい、頭痛、思考力低下なども加わっ

たため、平成 26年 11月に R クリニック、

シックハウス外来初診となった。 

現症：特記事項なし。 

経過：Ｓ診療所を紹介、受診。神経生理的

検査で自律神経失調、滑動性眼球追従運動

障害が明瞭に検出され、問診とあわせ、化学

物質過敏症の診断を受けた。 

考察とその後の経過：47歳時のリフォー

ムを契機とする症状に関しては、現地にお

ける測定データは得られず、実際の曝露濃

度は不詳であった。しかし、典型的な報告事

例が多いリフォームを契機としていること
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から、自宅建物内におけるリフォームに由

来する化学物質の曝露を原因とするシック

ハウス症候群と推定される症例と考えられ

る。また、この時点では、アレルギー疾患と

の関連が濃厚とは考えにくい諸症状が発現

しており、狭義のシックハウス症候群の診

断も可能な症例と考えられた。 

一方、47歳以前より、花粉症、食物アレ

ルギー、金属アレルギー等のアレルギー疾

患は存在していた。また、47歳より遡ると、

看護師として勤務中に、化学物質曝露によ

ると考えられるアレルギー関連症状の悪化

や頭痛、のどの違和感といった症状も出現

しており、この時点でも、既にシックハウス

症候群の診断が可能であった可能性も考慮

された。このように、アレルギー症状の悪化

をシックハウス症候群と関連付けて考える

ことは、シックハウス症候群の早期診断に

寄与できる可能性もあることが示された。 

この症例に関しても、家業やその後の職

業との関連から、種々の化学物質曝露が長

期に及び、いわゆる multiple chemical 

sensitivity にいたった症例とも推定された。 

その後も、柔軟剤、化粧品、排ガス、タバ

コ、消毒剤をはじめとする身の回りの化学

物質の曝露により、頭痛等をはじめとする

体調不良が惹起されている。  

 

症例 3：40台、男性 

既往歴：シックハウス症候群（平成 2年：

新築家屋への転居を契機に発症、原因はホ

ルムアルデヒド、転居により症状は消失し

たとのこと。） 

現病歴：平成 28年 9月、改築・改装や塗

装を伴う職場事務所の移転を契機に、発疹、

かゆみ、粘膜刺激感、頭痛、視力低下等が出

現した。近医を経て、F 大学附属病院を受

診。皮膚科、耳鼻科、呼吸器内科等で諸検査

を施行された。この際、ハウスダスト、ネコ

上皮、オオアワガエリ、スギ、ヒノキ、シラ

カンバ等に対する特異的 IgEの高値を指摘

された。また、V50/V25高値（末梢気道閉

塞の可能性）、呼気 NO高値を指摘されるも、

特定の気道疾患は想定されないとの見解を

得ている。この後、シックハウス症候群の疑

いで、F 大学付属病院から S 診療所を紹介

され、11/23に、同診療所で化学物質過敏症

に係る諸検査を受けた。この際、シックハウ

ス症候群の診断を得ている。そして、同年

11/29 に R クリニック、シックハウス外来

初診となった。 

現症：特記事項なし。 

経過：休業により、当該事務所を離れるこ

とにより症状は改善したという。しかし、当

該事務所における勤務から、店舗（主に大型

商業施設とのこと）における勤務に異動と

なるも、店舗によっては、同様に症状が誘発

されることがあるとのことであった。 

考察とその後の経過：当該事務所におけ

るホルムアルデヒド、トルエン、キシレン、

エチルベンゼン、スチレンの室内空気濃度

は指針値内とのことであった。しかし、報告

事例が多い改築・改装や塗装を伴う職場事

務所の移転を契機に症状が発現しているこ

とから、職場の改築・改装や塗装に由来する

化学物質の曝露を原因とするシックハウス

症候群と推定される症例と考えられる。ま

た、かなり以前ではあるが、ホルムアルデヒ

ドが原因と考えられたシックハウス症候群

の既往もあり、環境化学物質の曝露を少な

からず受けていた可能性がある症例といえ

るかもしれない。 S診療所の検査結果の詳



30 
 

細に関するデータの提供は受けていないが、

神経生理的検査、滑動性眼球追従運動検査

を施行され、有所見とのことでもあり、

multiple chemical sensitivity に移行して

いる症例と推察された。    

アレルギー疾患の明らかな既往歴はない

とのことであったが、種々のアレルゲンに

対する特異的 IgE抗体が陽性であり、アレ

ルギー・アトピー素因を有する症例と考え

られた。また、V50/V25、呼気 NO の結果

から、気道炎症（アレルギー性気道炎症も含

め）の潜在が疑われる症例でもある。自覚症

状に関しては、発疹、かゆみ、粘膜刺激感等、

アレルギー疾患でも発現しうる症状もある

一方、頭痛、視力低下等、アレルギー疾患で

は非典型的な症状も呈した症例といえる。 

その後も、量販店内等における室内空気

曝露や近隣の農薬散布後に、頭痛をはじめ

とする不調が出現するとのことであった。 

 

以上、症例 1,2 は、アレルギー疾患を既

往歴や現病歴に有する症例である。また、症

例 3 も、アレルギー・アトピー素因を有す

る症例であった。この三症例のみの経験か

らでさえも、主訴をいかなる症状ととらえ

るかにより（特に、アレルギー疾患でしばし

ば認められる症状か否か）、また、特に経過

の長い症例においては、発症後の時間経過

や時期によっても、狭義のシックハウス症

候群とアレルギーの悪化を厳密に判別（区

別）することが難しい場合があることが示

唆された。また、狭義のシックハウス症候群

とアレルギー疾患の悪化は共存しうること

も示唆された。 

そのほかにも、派遣業務変更に伴う、新勤

務先で、喘息の再燃を見た 20台女性の症例

も経験した。アトピー性皮膚炎、アレルギー

性鼻炎とともに喘息を既往歴に有し、新勤

務先における香料や喫煙に由来する化学物

質への曝露がその原因として推定される症

例であった。加えて、柔軟剤や自動車排ガス

等で嘔気や動悸、冷汗も惹起されるように

なっているとのことでもあった。 

以上の症例の経験より、アレルギー症状

の悪化をシックハウス症候群と関連付けて

考えることにより、シックハウス症候群の

早期診断に寄与できる可能性もあることも

示された。もちろん、その後のいわゆる

multiple chemical sensitivity への進展を

防ぐことにも、有用であることも期待され

る。 

また、シックハウス症候群の命名にもか

かわる自宅よりも、職場の室内環境に存在

する何らかの化学物質が発症の原因と考え

られる症例や研究報告があること、その一

方、室内環境においては、シックハウス症候

群の典型例であった建材に係る化学物質で

はなく、香料や柔軟剤、パーソナルケア製品

等とアレルギーの関連を示唆する事例も複

数報告、経験されていることから、より対象

を広げつつ、室内環境中の化学物質とアレ

ルギーの関連について研究を進める必要が

あるものとも考えられた。 

 

Ｄ．結論 

「ある種の化学物質やいわゆる‘シックハ

ウス’の状態は、実験的にも臨床的にも、ア

レルギー疾患を悪化しうる」と考えられ、内

在する分子生物学的メカニズムも明らかに

されつつある。今後、 シックハウス症候群

におけるアレルギー疾患の再燃、悪化につ

いて、考察、診断するにあたっては、「ある
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種の化学物質やいわゆる‘シックハウス’の

状態は、実験的にも臨床的にも、アレルギ

ー疾患を悪化しうる。」という考え方を基本

とし、検討、討議を進め、コンセンサスを得

る必要があると考えられた。また、アレル

ギー疾患に関連する症状の悪化をシックハ

ウス症候群や、いわゆる‘シックハウス’状態

と関連付けて考えることにより、シックハ

ウス症候群を早期に診断できる可能性があ

ることは、極めて重要である。もちろん、そ

の 後 の い わ ゆ る multiple chemical 

sensitivity への進展を防ぐことにも有用で

あることが期待される。一方、今後は、芳香

剤やパーソナルケア製品、職場における化

学物質の曝露等にも留意し、より広い視野

で、室内環境中の化学物質とアレルギーの

関連について、広く研究を進める必要があ

る。 
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表 1 化学物質の曝露影響に関するヒトを対象とした調査研究（本年度分） 

 

出版年 著者
分類（ヒト・実験
動物・細胞）

対象とした疾患
アレルゲンあるいは
疾患モデル作成物質

化学物質

2020 Sartorelli et al. ヒト 過敏性肺臓炎 polyethylene terephthalate polyethylene terephthalate
2020 Yang et al. ヒト 気管支喘息 - bisphenol A
2020 Kvalem et al. ヒト アレルギー疾患 - perfluoroalkyl物質
2020 Huang et al. ヒト アレルギー疾患 - (家庭環境と

ライフスタイル)
2020 Díaz-Criollo et al. ヒト 呼吸器疾患 - paraquat, profenofos,

methamidophos
2019 Maesano et al. ヒト 呼吸器疾患 - benzene, trichloroethylene,

halogenated hydrocarbons,
butoxyetylacetate,
glycol ethers, PM2.5

2019 D'Attis et al. ヒト 化学物質過敏症
アレルギー疾患

- -

2019 Pesonen et al. ヒト 接触性皮膚炎 colophonium（松脂） colophonium（松脂）
2019 Gallant et al. ヒト アレルギー疾患 food, environmental allergens 蝋燭, 猫、タバコ
2019 Fan et al. ヒト 接触性皮膚炎 2,4-dichloro-5-

methylpyrimidine
2,4-dichloro-5-
methylpyrimidine

2019 Apel et al. ヒト アレルギー疾患 - （自宅改装、塗料）
2019 Choi et al. ヒト アトピー性皮膚炎 - （家庭用品）
2019 Virot et al. ヒト アレルギー性鼻炎

気管支喘息
ダニ （室内環境）

2019 Bennike et al. ヒト 接触性皮膚炎 linalool linalool
2019 Tsuji et al. ヒト アレルギー疾患 ダニ、動物の毛、スギ Hg, Mn, Se
2019 Raherison et al. ヒト 気管支喘息、鼻炎 - dithiocarbamates系農薬
2019 Carder et al. ヒト 呼吸器疾患 - 洗浄剤

（アルデヒド、塩素）
2019 Li et al. ヒト 呼吸器疾患 - （室内環境）
2019 Mikeš et al. ヒト 気管支喘息 - （消費者製品）
2019 Berger et al. ヒト 気管支喘息 - monocarboxyisooctyl phthalate
2019 Caridi et al. ヒト 気管支喘息 - （清掃、看護師業務）
2019 Levy et al. ヒト 気管支喘息 - （室内空気浄化スプレー）
2019 Dusefante et al. ヒト 接触性皮膚炎 Methylchloroisothiazolinone/m

ethylisothiazolinone
Methylchloroisothiazolinone/m
ethylisothiazolinone

2018 Fasth et al. ヒト 接触性皮膚炎 formaldehyde
Quaternium-15

formaldehyde
Quaternium-15

2018 Suojalehto et al. ヒト アレルギー疾患 3-(Bromomethyl)-2-chloro-4-
(methylsulfonyl)-benzoic acid

3-(Bromomethyl)-2-chloro-4-
(methylsulfonyl)-benzoic acid

2018 Shi et al. ヒト アレルギー疾患 - phthalate
2018 Impinen et al. ヒト アレルギー疾患

気管支炎
- perfluoralkyl substances 

2018 Kudagammana et al. ヒト アレルギー疾患 - 農薬、人工肥料
2018 Azuma et al. ヒト アレルギー疾患

気管支炎
- -

2018 Berger et al. ヒト アレルギー疾患 - mono-n-butyl phthalate,
methyl paraben,
Monoethyl phthalate

2018 Hojo et al. ヒト 化学物質過敏症
アレルギー疾患

- -

2018 Steinemann ヒト 化学物質過敏症
気管支喘息
芳香剤過敏

- （消費者製品）

2018 Helm et al. ヒト 気管支喘息 - （消費者製品）
2018 Ye et al. ヒト アレルギー疾患 - tetrachlorodibenzo-p-dioxin
2018 Svanes et al. ヒト 呼吸器疾患 - （消費者製品）
2018 Steinemann ヒト 化学物質過敏症

気管支喘息
芳香剤過敏

- （消費者製品）

2018 Abou-Donia et al. ヒト 化学物質過敏症
気管支喘息

- （環境化学物質）

2018 Linauskienė et al. ヒト 接触性皮膚炎 塗料Solvent Orange 60 塗料Solvent Orange 60
2018 Belachew et al. ヒト シックビルディング症候群

アレルギー疾患
- （室内環境）

2017 Hu et al. ヒト アレルギー疾患 - （室内環境）
2017 Zhou et al. ヒト アレルギー疾患 - bisphenol A
2017 Park et al. ヒト アレルギー疾患 - 水性塗料
2017 Collins et al. ヒト 気管支喘息 toluene diisocyanate toluene diisocyanate
2017 Fan et al. ヒト 呼吸器疾患 - （室内環境）
2017 Takaoka et al. ヒト 呼吸器疾患 - （室内環境）
2017 Joensen et al. ヒト （皮膚バリア機能） - paraben
2017 Schwensen et al. ヒト 接触性皮膚炎 methylisothiazolinone,

formaldehyde
methylisothiazolinone,
formaldehyde

2017 Lind et al. ヒト アレルギー疾患 - （化学物質不耐性・
建物不耐性）
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表 2 化学物質の曝露影響に関する実験的研究（本年度分） 

 

 

 

表 3 化学物質の曝露影響に関するヒトを対象とした研究（邦文, 既報告分） 

 
   

 

  

出版年 著者
分類（ヒト・実験
動物・細胞）

対象とした疾患
アレルゲンあるいは
疾患モデル作成物質

化学物質

2020 Nicolai et al. human T cell 接触性皮膚炎 benzyl benzoate
benzyl cinnamate

benzyl benzoate
benzyl cinnamate

2020 Loffredo et al. airway
epithelial cell
mouse

気管支喘息 OVA bisphenol A

2019 Wang et al. mouse アレルギー性鼻炎 OVA nonylphenol

2019 Win-Shwe et al. mouse 気管支喘息 OVA bisphenol A
2019 Yanagisawa et al. mouse 気管支喘息 OVA bisphenol A
2018 Tayabali mouse 気管支喘息 house dust mites microbial-based cleaning

products
2018 Broström et al. human plasma

airway
epithelial cell

気管支喘息 toluene diisocyanate toluene diisocyanate

2018 Ao et al. human
macrophages

アレルギー疾患 - 有機UVフィルター

2018 Koike et al. mouse 気管支喘息 OVA bisphenol A
2018 Tanaka et al. mouse アトピー性皮膚炎 mites  brominated flame retardants
2017 Marshall et al. mouse アレルギー疾患 - triclosan
2017 Devos et al. mouse 気道過敏症 toluene-2,4-diisocyanate toluene-2,4-diisocyanate
2017 Hwang et al. mouse T cell,

mouse
気管支喘息 - diisononyl phthalate
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表 4 化学物質の曝露影響に関するヒトを対象とした研究（英文, 既報告分） 
出版年 著者 対象 対象とした疾患 アレルゲン 化学物質

2017 Hoppin et al. ヒト アレルギー性喘鳴・非アレルギー性喘鳴 - (pesticide)

2016 Beamer ヒト 呼吸器疾患 － ヒ素

2016 Timmerman et al. ヒト 接触性皮膚炎・喘鳴 － (occupational environmental factors)

2016 Gündüz et al. ヒト 接触性皮膚炎
nickel sulphate, 
potassium dichromate

nickel sulphate, potassium dichromate

2016 Buttazzo et al. ヒト 接触性皮膚炎 ゴムの加硫促進剤 ゴムの加硫促進剤

2016 Mendes et al. ヒト アレルギー性鼻炎 - indoor PM10

2016 Yu et al. ヒト アレルギー疾患 - (home renovation)

2016 Buttazzo et al. ヒト 接触性皮膚炎 carbamates、thiurams carbamates、thiurams

2016 Takaoka et al. ヒト シックビルディング症候群、アトピー － (indoor environmental factors)

2016 Meng et al. ヒト 気管支喘息 - p,p'-dichlorodiphenyldichloroethylene

2015 Wang et al. ヒト 気管支喘息 － bisphenol A

2015 Wang et al. ヒト 気管支喘息 － phthalate

2015 Tsuji ヒト アレルギー疾患 牛乳、卵 poly chlorinated biphenyl

2015 Carreiro-Martins ヒト 気管支喘息、喘鳴性疾患 - volatile organic compounds

2015 Broström et al. ヒト 呼吸器疾患（気管支喘息） - toluene diisocyanate

2014 Bekö et al. ヒト 気管支喘息、鼻結膜炎、アトピー性皮膚炎
室内・室外アレルゲン
食物アレルゲン

phthalate

2014 Hahm　et al. ヒト 鼻炎 - (indoor environmental factors)

2014 Callesen et al. ヒト 気管支喘息、鼻結膜炎、アトピー性皮膚炎 - mono-ethyl phthalate

2014 Spanier et al. ヒト 気管支喘息
吸入アレルゲン
食物アレルゲン

triclosan、paraben 

2014 Perečinský　et al. ヒト 鼻炎 - (occupational environmental factors)

2014 Jeong et al. ヒト 気管支喘息、鼻炎、アトピー性皮膚炎 - (indoor environmental factors)

2014 Chae et al. ヒト 気管支喘息、喘鳴性疾患 吸入アレルゲン (indoor environmental factors)

2014 Lipińska-Ojrzanowska et al. ヒト 気管支喘息 - (occupational environmental factors)

2014 Kim et al. ヒト 過敏性肺臓炎 - ｔrichloroethylene

2014 Urbanček et al. ヒト 接触性皮膚炎 - (occupational environmental factors)

2014 Fathi et al. ヒト 接触性皮膚炎 - (occupational environmental factors)

2014 Okada et al. ヒト 湿疹、喘鳴、アレルギー性鼻炎 - perfluorooctanoic acid

2013 Bertelsen et al. ヒト 鼻炎 吸入アレルゲン triclosan

2013 Shu et al. ヒト 気管支喘息 - polyvinylchloride

2012 Takigawa et al. ヒト シックビルディング - aldehydes、volatile organic compounds

2012 Jia et al. ヒト 過敏性皮膚炎 - trichloroethylene

2012 D'Erme et al. ヒト 接触性皮膚炎 - dimethyl fumarate

2012 Savage et al. ヒト アレルギー疾患
吸入アレルゲン、
食物アレルゲン

triclosan、parabens

2010 Hashemi et al. ヒト 呼吸器疾患 - bleaching powder、hair spray

2010 Grandjean et al. ヒト 気管支喘息、アトピー性皮膚炎 - polychlorinated biphenyls、methylmercury

2010 Helmig et al. ヒト 繊維化、炎症を伴う肺疾患 -
asbestos、silica、organic dust、chemical 
irritating particle

2008 Ikeda et al. ヒト シックハウス症候群 -
formaldehude、volatile organic 
compounds
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表 5 化学物質の曝露影響に関する実験的研究（既報告分）  

 
 

 
 
 
 
表 5 化学物質の曝露影響に関する実験的研究（続き , 既報告分）  

 

 
 

出版年 著者 実験動物・細胞 対象とした疾患
アレルゲンあるいは
疾患モデル作成物質

化学物質

2017 Kang et al. mouse 接触性皮膚炎 FITC diisononnyl phthalate

2016 Long et al. BALB/c mouse アレルギー疾患 toluene diisocyanate toluene diisocyanate

2016 Devos et al. CHO cells, mice 気管支喘息 toluene diisocyanate toluene diisocyanate

2016 Jude et al. human airway smooth muscle　cell 呼吸器疾患 - formaldehyde

2016 Nishino et al. mouse アレルギー性呼吸器疾患 trimelitic anhydride trimelitic anhydride

2016 Kang et al. mouse 接触性皮膚炎 FITC diisononnyl phthalate

2016 Mahemuti et al. human fetal lung fibroblasts 気管支喘息 - bisphenol A

2016 He et al. mouse 気管支喘息 OVA bisphenol A

2015 Marshall et al. mice, human epidermis tissues アレルギー疾患（皮膚） OVA triclosan

2015 Lee et al. human keratinocytes アトピー性皮膚炎 - chloroform

2015 Anderson et al. mouse 皮膚炎 - triclosan

2015 Koike et al. human airway epithelial cells 呼吸器疾患（気管支喘息） - hexabromocyclododecane、tetrabromobisphenol A

2015 Sadakane et al. mouse アトピー性皮膚炎 Dp
benzalkonium chloride (BZK)、povidone-iodine (PVP-I)、
ethanol (Et-OH)、chlorhexidine gluconate (CHG)

2015 Bae et al. normal human keratinocytes 接触性皮膚炎 -

5-chloro-2-
methyl-4-isothiazolin-3-one/2-methyl-4-isothiazolin-3-
one（CMI/MI）、2,4-
dinitrochlorobenzene（DNCB）、4-phenylenediamine, 
cobalt
Chloride、2-mercaptobenzothiazole、 citral、hexyl 
cinnamic alcohol （HCA）、cinnamic alcohol、 imidazolidinyl 
urea、nickel chloride、avobenzone、formaldehyde、urushiol

2015 Devos et al. mice アレルギー疾患 methylisothiazolinone methylisothiazolinone

2015 Wisnewski et al. mice 気管支喘息
methylene-diphenyl 
diisocyanate

methylene-diphenyl diisocyanate

2015 Haenen et al. mice 気管支喘息 toluene diisocyanate toluene diisocyanate

2015 Pollaris et al. mice 気管支喘息
toluene diisocyanate
methylene diphenyl 
diisocyanate

toluene diisocyanate、methylene diphenyl diisocyanate

2015 Broström et al. human airway epithelial cells 気管支喘息 - toluene diisocyanate

2014 Ryu et al. mice 気管支喘息 OVA perfluorooctanic acid

2014 Maiellaro et al. rat 気管支喘息 OVA formaldehyde

2014 Nayak et al. mouse アレルギー疾患 toluene diisocyanate toluene diisocyanate

2014 Li et al. mouse 接触性皮膚炎 FITC dibutyl phthalate
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表 5 化学物質の曝露影響に関する実験的研究（続き , 既報告分）  
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表 5 化学物質の曝露影響に関する実験的研究（続き , 既報告分）  

表 5 化学物質の曝露影響に関する実験的研究（続き , 既報告分）  

OVA : ovalbumin, PICL : picryl chloride, FITC : fluorescein isothiocyanate, Dp : 
Dermatophagoides pteronyssinus, Df : Dermatophagoides farina, DNP : 
dinitrophenyl, BSA : bovine serum albumin 
 
  



45 
 

別添 3 
令和元年度厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業）   

総合研究報告書  

 
ガイドライン作成に向けたシックハウス症候群患者の属性に関する調査研究  

 
研究協力者 角田 正史  防衛医科大学校・衛生学 教授  

 宮島 江里子 北里大学医学部衛生学 講師  

杉浦由美子  北里大学医学部衛生学  

研究要旨【背景】新築や改築後等、特定の居住場所と関連して起こるとされるシック

ハウス症候群 (SHS)では、いわゆる化学物質過敏症（MCS: Multiple Chemical 
Sensitivities）との重複が知られている。MCS の定義は「過去に大量の化学物質に一
度曝露された後、または長期慢性的に化学物質の曝露を受けた後、非常に  微量の化学
物質に再接触した際にみられる不快な臨床症状」とされる。これまでに我々の研究グ

ループでは、一般健康集団を対象に QEESI の質問票による化学物質不耐性の評価に
ついて、Miller らや Hojo らの基準がどの程度該当するかを検討し、一般健康集団に
おいて化学物質不耐性に関する潜在的なハイリスク者が一定数存在することを指摘

してきた。即ち SHS の発症には、潜在的な化学物質不耐性が強く影響していること
が示唆され、それらを的確に評価できる問診票の整備は、ガイドライン作成上極めて

重要である。上記の Miller らや Hojo らの基準に加えて、SHS の診断に資する症状に
関する質問紙票の候補として、Andersson による MM040 質問紙票がある。SHS 有訴
者に対して MM040 質問紙票の症状がどの程度あるかを検討することにより、普遍的
な診断に繋がる可能性がある。以上の点に関し SHS 有訴者を対象に診断につながる
ガイドライン作成資料を得ることを目的に研究を行った。  
【方法】対象は SHS の疑いで臨床環境医学専門医療機関を受診した 60 人。同意を得
て自記式の質問紙票を配布回収した。質問紙票には以下の項目を含んでいた。性別、

年齢、QEESI 質問項目、MM040 の症状 13 項目、過去の化学物質曝露（大量または
長期曝露）、の SHS の定義に関わる項目（症状が特定の場所で起こるかどうか）、アレ
ルギーの有無。回答を集計し、また QEESI 質問項目から Miller の化学物質不耐性の
強い（MCS の可能性が高い）基準を満たす者の頻度、Hojo の基準に該当する者の頻
度を集計した。各基準該当者について、SHS の定義該当の有無、MM040 の症状 13 項
目の症状数を集計した。  
【結果】過去の化学物質曝露に関しては、無回答６人を除き 54 人中 47 人（87.0%）
がありと回答した。Miller の基準該当者は 60 人中 37 人（61.7%）、Hojo らの基準該
当者は 60 人中 44 人 (73.3%)であった。Miller の基準該当者のうち SHS 該当は 20 人、
Hojo らの基準該当者では 25 人が SHS 該当であった。MCS 基準該当者においては
MM040 の症状は４つ以上、更に SHS の基準に該当しない MCS 基準単独該当者にお
いては、MM040 の症状は５つ以上となった。  
【考察】患者群では過去の大量または長期の化学物質曝露は９割近くで、バイアスの

可能性はあるが、SHS または MCS に化学物質曝露の有無は重要と考える。以上の結
果より、SHS の診断には過去の化学物質の曝露を確認し、症状が多く発生している場
合を重視することが必要と考えられた。  
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Ａ．研究目的  

シックハウス症候群 (SHS)では、いわゆ

る 化 学 物 質 過 敏 症 （ MCS: Multiple 

Chemical Sensitivities）との重複が指摘さ

れ、また鑑別の必要があるともされる。現実

的には、SHSと MCS両者が混在した有訴

者が同様の症状で医療機関を受診する。

SHSは「建物内環境における、化学物質の

関与が想定される皮膚・粘膜症状や、頭痛・

倦怠感等の多彩な非特異的症状群で、明ら

かな中毒、アレルギーなど、病因や病態が医

学的に解明されているものを除く」という

概念が提唱され、特定の部屋、建物内で症状

が出現し、問題になった場所から離れると、

症状が全くなくなるか軽くなること、また

それらは室内化学物質と関連するという項

目が暫定的に用いられている診断基準に入

っている。特定の場所と発症が関連するこ

とから、その対処法は、その特定の場所を離

れるか、特定場所の環境を改善するなどで

あり、MCSとは異なる可能性がある。両者

が混在している患者群に対して、それぞれ

の定義を当てはめて、両者が患者群でどの

程度重複している者がいるのか、を明らか

にする必要があり、現時点では困難な鑑別

診断に資する手段が見出されるとすれば有

用なものとなる。 

MCSの診断においては、経験のある臨床

医が主観的な判断で診断しているのが現状

である。症状について、特異性がないため、

どのような症状を押さえて診断するのが良

いかが、一般の臨床医の診断の場では見当

がつかない場合がある。もし SHS 及び

MCS の診断に利用可能な質問紙票があれ

ば、診断における普遍性を担保するのに有

用であると考える。その候補としてシック

ビル症候群関連症状 13項目を含むMM040

質問紙票（Andersson による）がある。こ

れは、シックビルディング症候群用に開発

されたが、その症状は MCS にもよく見ら

れるものである。現時点でMCSの診断は、

患者の訴える症状と化学物質に対する耐性

を重視して行われており、Miller らが提案

し た Quick Environment Exposure 

Sensitivity Inventory (QEESI)の質問紙票

が一般的に診断に用いられている（Miller 

and Prihoda, 1999）。この QEESIは、患者

の主観的な回答によっており、また診断も

可能性の大小を評価するにとどまっている

のは問題であるとされるが、現時点では、最

も診断に有効であるとの評価である。

QEESIの質問項目は、１．化学物質に対す

る不耐性、２．その他の物質に対する不耐

性、３．症状、４．日常生活の障害の程度、

５．マスキング（MCS患者では、喫煙や飲

酒などにより常時微量の化学物質に曝され

ていると、症状を隠すこと＝マスキングが

起こると考えられており、その点を評価す

るための指標）の５つの項目からなり、それ

ぞれの項目は 10の質問を含む。化学物質に

対する不耐性、その他の物質に対する不耐

性、症状、日常生活の障害の程度について

は、質問ごとに０点から 10点の範囲で点数

化され、満点は 100点である。Miller and 

Prihoda (1999)は、化学物質に対する不耐

性と症状に対し、それぞれの合計点数が 40

点以上を高度とし、この両方を 40点以上だ

った場合を MCS の可能性大としている。

一方、QEESIには日本語版（北條、2002）

があり、日本人の集団に用いる妥当性も評

価されている（Hojo, et al.2003）。Hojoら

は、QEESIを日本人に当てはめた場合は症
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状 20点以上、化学物質不耐性 40点、日常

生活支障度 10 点以上の 2 項目以上が当て

はまった場合 MCS の可能性が高いとして

いる。 

そこで最終年度の研究においては、SHS

有訴者（患者群）に対して、QEESIにより

判断される MCS 可能性の大小を判断する

基準を適用し、また Cullenのオリジナルの

定義にある過去の化学物質への曝露の有無

についても調査し、MM040 質問紙票を適

用した場合について調査することとした。

以上により SHS の疑いが強い有訴者集団

において、診断に資するものはどのような

基準かを得るガイドライン作成基礎資料と

することを目的に研究を行った。 

 

Ｂ．研究方法 

ａ）対象者及び質問紙票 

対象はシックハウス症候群(SHS)の疑い

で、本症専門外来を設置して受け入れてい

る医療機関を受診した患者とした。受診時

に、文書による同意を得たうえで、質問紙票

を配布し、無記名、自記式の回答を得た。 

 

ｂ）質問項目及び QEESIの質問紙票 

質問紙票の項目は以下のようであった：

性別、年齢、QEESI質問項目（30項目、化

学物質に対する不耐性、症状、日常生活の障

害の程度、それぞれ 10項目ずつ）、MM040

質問紙票の 13症状（症状の頻度を、いいえ・

まったくない、はい・ときどきあり、はい・

よくあったで把握）、過去の化学物質曝露

（過去の大量曝露または同一の化学物質に

長期大量曝露）の有無、SHSの定義への適

合（受診の理由となった症状が特定の場所

で起きたかどうか、そしてその場所を離れ

ると改善したか）、アレルギーの有無。表１

に QEESIの質問紙票（北條、2002）から、

今回使用した項目、すなわち QEESI の質

問紙票から、その他の物質に対する不耐性、

マスキングの項目を除いたものを示した。

化学物質に対する不耐性、症状、日常生活の

障害の程度についてはいずれも、質問項目

ひとつひとつに０点から 10 点の範囲で点

数化され、満点は 100点である。表２には

MM040 質問紙票を示した。症状の頻度の

はい・ときどきあり、はい・よくあった場合

を症状ありとした。なお、過去の化学物質曝

露の有無に関しては、自宅でペンキをこぼ

した際に吸入し、病院受診の後、症状が出現

するようになった例、有機溶剤を使用する

職場で３年間働いた後に症状が出現した例

の２つを例としてあげた。 

 

ｃ）集計及び統計学的解析 

QEESI 質問項目からは Miller による

MCS合併の可能性が高い基準（症状 40点

以上かつ化学物質不耐性スコア 40 点以上）

を満たす者の頻度、Hojoらの基準（症状 20

点以上、化学物質不耐性スコア 40 点以上、

日常生活支障度 10点以上のうち、２項目以

上に該当）を満たす者の頻度を集計した。過

去の化学物質曝露、アレルギーの有無に関

しては単純集計を行った。 

SHSの定義への該当は、受診理由となっ

た症状が特定の場所で発生し、その場所を

離れると消失する場合を該当として集計し

た。 

MCS との重複を検討するため、Miller, 

Hojo らの基準それぞれの該当者について、

SHS の定義該当者とのクロス集計を行い

χ2検定により検討した。 
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MM040 質問紙票の 13 症状に関しては、

症状の頻度が、「ときどきとよくある」を合

わせて、症状ありとして集計し、今回の患者

群全体の属性を検討した。 

 

d）倫理的配慮 

本研究内容は北里研究所病院及び北里大

学医学部の倫理委員会にて承認を得た後に

行われた。データは連結不可能な形にした

うえで、北里大学医学部衛生学に運ばれ、解

析が行われた。  

 

Ｃ．研究結果 

60人の質問紙票を回収し、解析対象者の

性別、年齢は、男性 15 人（平均年齢 44.7

歳）、女性 45人（53.3歳）であった。 

Miller による基準への該当者は 60 人中

37人（61.7%)であり、Hojoらによる基準へ

の該当者は 60人中 44人（73.3%)であった。

なお昨年度研究では、Miller による基準へ

の該当者は健常者群 227 人中 6 人、2.6%、

Hojo らによる基準への該当者は健常者群

227人中 33人、14.5%であり、ともに今回

の患者群における頻度は、昨年の健常群に

おける頻度より P <0.0001で有意に高いと

いう結果であった。 

過去の化学物質曝露（化学物質に大量曝

露されたか、同一の化学物質に長期間曝露）

に関しては、無回答６人を除き 54 人中 47

人（87.0%）がありと回答した。アレルギー

に関しては無回答４人を除き 56人中 44人

（78.6%）がありと回答した。これらはMCS

の基準該当とは関連しなかった。 

 表３(a)(b)に MCS 該当（Miller または

Hojo ら）と SHS 定義の該当についてのク

ロス集計の結果を示した。どちらの基準も

SHS定義との関連に有意性は示さなかった

が、MillerのMCS基準該当者のうち SHS

該当は 20人、Hojoらの基準該当者では 25

人が SHS定義該当であった。 

 MM040質問紙票における 13症状につい

ては、その症状数に関するヒストグラムを、

今回の対象者全員（図１）、Millerによる基

準への該当者、Hojoらによる基準への該当

者（図２）、SHS該当者を除いたMillerに

よる基準への該当者、Hojoらによる基準へ

の該当者（図 3）別に示した。 

 

Ｄ．考察 

SHS、MCSとも医学的に統一した概念は

ないが、今回、解析対象とした患者群は、臨

床環境医学の専門機関を受診した患者群で

あり、経験豊かな医師により、鑑別診断（化

学物質による中毒や、精神疾患）とは区別さ

れていると考えられ、比較的信頼度の高い

患者群と考える。 

これまでの一般健常と考えられる集団を

対象とした研究では、Miller らの MCS 可

能性大の基準（症状 40点以上かつ化学物質

不耐性スコア 40 点以上）に該当した者は

2.6%であった。一方、Hojoの基準（２項目

以上該当）は 14.5%となった。なお先行研

究の Azuma et al. (2014)では一般健常集団

でのMCSの有病率を 7.5%としている。今

回、両方の基準を患者群に適用した場合、

Millerの基準該当者は 61.7%、Hojoらの基

準該当者は 73.3%であり、少なくてとも患

者群における差は少なく、どちらの基準適

用においても、患者における診断には大き

な差異を生じないことが示唆された。 

SHSの疑いが強い患者群においては、思

い出しバイアスという可能性はあるものの、
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多くが実際に化学物質曝露の経験があった。

MCSとの関連については、Millerの基準該

当者のうち SHS該当は 20人、Hojoらの基

準該当者では 25人が SHS定義該当であっ

た。従来からの指摘のように、両者は少なか

らず重複していることは留意しなければな

らない。但し今回用いた定義における SHS

は、その受診原因となる症状が特定の場所

を離れれば消失するために、本症と重複し

ていない MCS とは対策が異なることが示

唆される。 

  

Ｅ．結論 

 SHS の診断において、MCS 合併の有

無を評価する際、MM040 質問紙票を用い

て症状が多いことを確認することが判断材

料になる可能性が示唆された。 
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表１ QEESIの質問紙票のうち本研究で使用した尺度 

化学物質不耐性 

 車の排気ガス 

 タバコの煙 

 殺虫剤、除草剤 

 ガソリン臭 

 ペンキ・シンナー 

 除草剤・クリーナー 

 香料 

 コールタール・アスファルト 

 化粧品類 

 新車・室内装飾品臭 

症状 日常生活の障害の程度 

 筋肉・関節  食事 

 粘膜・呼吸器  仕事・学校 

 心臓・胸部  新家具・調度品 

 腹部・消化器  衣類 

 思考能力  旅行・ドライブ 

 情緒  化粧品・防臭剤 

 神経・感覚  社会活動 

 頭部  趣味 

 皮膚  家族関係 

 泌尿性器  家事 
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表２ MM040質問紙票の症状項目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）症状の頻度 １：いいえ・まったくない、２：はい・ときどきあり、３：はい・よくあ

った 

 

 

 

 

 

 

症状 症状の頻度 
特定の場所で症状

がでますか 

特定の場所を離

れると改善しま

すか 

 

場所 

１）とても疲れる ３ ・ ２ ・ １ はい いいえ はい いいえ  

２）頭が重い ３ ・ ２ ・ １ はい いいえ はい いいえ  

３）頭が痛い ３ ・ ２ ・ １ はい いいえ はい いいえ  

４）吐き気がする ３ ・ ２ ・ １ はい いいえ はい いいえ  

５）めまいがする ３ ・ ２ ・ １ はい いいえ はい いいえ  

６）物事に集中できな

い 
３ ・ ２ ・ １ はい いいえ はい いいえ 

 

７）目がかゆい・あつ

い・チクチクする 
３ ・ ２ ・ １ はい いいえ はい いいえ 

 

８）鼻水・鼻づまり、

鼻がむずむずする 
３ ・ ２ ・ １ はい いいえ はい いいえ 

 

９）声がかすれる、の

どが乾燥する 
３ ・ ２ ・ １ はい いいえ はい いいえ 

 

10）せきが出る ３ ・ ２ ・ １ はい いいえ はい いいえ  

11）顔の皮膚が痛い、

やけどしたような感

じ、乾燥したり赤くな

る 

３ ・ ２ ・ １ はい いいえ はい いいえ 

 

12）頭や耳がかさつ

く・かゆい 
３ ・ ２ ・ １ はい いいえ はい いいえ 

 

13）手が乾燥する・か

ゆい・赤くなる 
３ ・ ２ ・ １ はい いいえ はい いいえ 

 

14）その他（あればお

書き下さい） 

           

３ ・ ２ ・ １ はい   いいえ はい  いいえ 
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表３ SHS定義該当とMCS基準該当との関連 

 

(a) Millerの基準該当 

 Millerの基準該当 Miller の基準非該

当 

 合計 

シックハウス症候群定義該当 20人 14人 34人 

シックハウス症候群定義非該

当 

17人 9人 26人 

合計 37人 23人 60人 

 

(b) Hojoらの基準該当 

 Hojoらの基準該当 Hojo らの基準非該

当 

 合計 

シックハウス症候群定義該当 25人  9人 34人 

シックハウス症候群定義非該

当 

19人 7人 26人 

合計 44人 16人 60人 

共に検定で有意性なし 
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図１ SHSまたはMCSの疑いで受診した患者群におけるMM040質問紙票の症状数 

 

 

図２ MCS基準該当者が持つ、MM040質問紙票における症状の数 
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図３ シックハウス症候群の定義に該当しない MCS 単独の基準該当者の MM040 質問紙

票における症状の数 
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総合研究報告書 

 

シックハウス症候群と室内空気質 

 

研究協力者 東 賢一 近畿大学医学部 准教授   

＜室内空気汚染に対する取り組みの考え方＞ 

・室内空気質と健康 

シックハウス症候群とは、医学的に確立

した単一の疾患ではなく、居住に由来する

さまざまな健康障害の総称で、眼や咽頭な

どの粘膜刺激症状や頭痛などの不定愁訴が

主な症状と考えられている。従って、シック

ハウス症候群の主な原因は、居住する建物

内の環境、いわゆる室内環境にあると考え

られている。 

私たちは日常生活の約９割の時間を室内

で過ごしており、そのうち約６～８割の時

間を住宅の中で過ごしている 1)。私たちは

環境中の空気を呼吸することで生命を維持

しており、環境中の空気の質が有害である

と、その空気を呼吸する生体に対して有害

な影響を及ぼすことになる。従って、シック

ハウス症候群においては、建物内の環境に

おいて、とりわけ室内空気の質が重要であ

り、シックハウス症候群の症状改善や発症

研究要旨 

シックハウス症候群とは、医学的に確立した単一の疾患ではなく、居住に由来するさ

まざまな健康障害の総称で、眼や咽頭などの粘膜刺激症状や頭痛などの不定愁訴が主な

症状と考えられている。従って、シックハウス症候群の主な原因は、居住する建物内の

環境、いわゆる室内環境にあると考えられている。私たちは日常生活の約９割の時間を

室内で過ごしており、そのうち約６～８割の時間を住宅の中で過ごしている。私たちは

環境中の空気を呼吸することで生命を維持しており、環境中の空気の質が有害であると、

その空気を呼吸する生体に対して有害な影響を及ぼすことになる。従って、シックハウ

ス症候群においては、建物内の環境において、とりわけ室内空気の質が重要であり、シ

ックハウス症候群の症状改善や発症防止のためには、室内空気質が生体に対して有害と

ならないようにしなければならない。室内空気質に影響を及ぼす有害因子は多数存在す

る。化学物質などの化学的因子、カビやウイルスなどの生物的因子、騒音や放射線など

の物理的因子が主な有害因子となる。これらの因子の発生源は、建築材料（建材）、設

備機器類、家具や装飾品、生活用品、清掃用品、暖房や調理器具、居住者の生活行為、

建物外部から室内への汚染物質の侵入など多数存在する。これらの有害因子と居住者の

個体因子などが相まって、喘息やアレルギー疾患、感染症、粘膜刺激、中枢神経作用、

精神疾患、皮膚炎、悪性腫瘍など、建物内でさまざまな健康障害を引き起こす。室内空

気質に対しては、建物だけでなく、私たちの住まい方や暮らし方も強く影響している。 
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防止のためには、室内空気質が生体に対し

て有害とならないようにしなければならな

い。 

室内空気質に影響を及ぼす有害因子は多

数存在する。化学物質などの化学的因子、カ

ビやウイルスなどの生物的因子、騒音や放

射線などの物理的因子が主な有害因子とな

る。これらの因子の発生源は、建築材料（建

材）、設備機器類、家具や装飾品、生活用品、

清掃用品、暖房や調理器具、居住者の生活行

為、建物外部から室内への汚染物質の侵入

など多数存在する。これらの有害因子と居

住者の個体因子などが相まって、喘息やア

レルギー疾患、感染症、粘膜刺激、中枢神経

作用、精神疾患、皮膚炎、悪性腫瘍など、建

物内でさまざまな健康障害を引き起こす

2),3)室内空気質に影響を及ぼす因子とその

発生源、そして健康影響に至る経路を図１

に示す 2)。また、室内空気を汚染する物質と

その発生源、それらの物質によって生じる

健康影響を表１に示す 4)。室内空気質に対

しては、建物だけでなく、私たちの住まい方

や暮らし方も強く影響している。 

なお、図１と表１にある揮発性有機化合

物と準揮発性有機化合物は、化学物質の揮

発性の程度で区別されている。揮発性有機

化合物は、発生源から放散されて主として

空気中に存在する。準揮発性有機化合物は、

揮発性有機化合物よりも揮発性が低いため、

発生源から空気中へ放散されるだけでなく、

発生源から室内のダスト（塵や埃）に付着し

てとどまっている比率が揮発性の低下に伴

い増えてくる。従って、室内環境における化

学物質の動態を考えるうえで、化学物質の

揮発性は極めて重要となる。化学物質の沸

点に基づく揮発性の分類を表２に示す 5)。 

日本では 1990年代に入り、シックハウス

症候群が社会問題として大きく取り上げら

れるようになった。その主な背景は、省エネ

ルギー対策による建物の高気密化と化学物

質を放散する建材や生活用品等の使用量が

増加したことにあると考えられている。世

界中で約７万から８万種類、日本では約５

万種類の化学物質が流通している。そのう

ち建物の室内空気からは、約９００種類の

化学物質が検出されている 6)。私たちの暮

らしは、石油や鉱物等を原料とする工業製

品の開発と普及に伴い快適で便利になった。

その一方で、建物の室内に存在する化学物

質の種類と量は飛躍的に増加した。そして

建物の高気密化が、室内空気中の化学物質

濃度の増加をより一層促進させた。その結

果、諸外国や日本では、室内空気質が居住者

に対して有害とならないように、室内空気

中の化学物質汚染に対して取り組みが行わ

れてきた。 

 

・室内空気質の規制に対する基本的な考え

方 

室内空気中に存在する化学物質の発生源

は、前述のように、建材、生活用品、暖房や

調理器具、居住者の生活行為など多数存在

する。従って、室内空気汚染に対する取り組

みには、建物側だけの規制では十分対処で

きないほどさまざまな要因が複雑に関与す

る。また、居住環境の管理は、大気や労働環

境とは異なり一般住民の居住者が中心とな

ること、室内濃度は温度や発生源からの減

衰の影響を受けて大きく変動するため単一

の測定結果では判断できないことなどから、

室内空気汚染に対する法的拘束力のある規

制は容易ではない。そのため、対策等の行動



57 
 

を起こすべきかどうかの判断をするための

濃度、あるいは室内空間の設計目標や室内

濃度の低減目標となる濃度として汚染物質

濃度の指針値を定め、その指針値に基づき

建材や家具等の汚染源に対する放散基準を

設定する取り組みが適切だとされている 7)-

11)。 

16世紀に活躍し、「毒性学の父」と呼ばれ

たスイスの医学者パラケルススは、「毒でな

いものが存在するだろうか。すべてのもの

が毒であり、毒とならないものはない。毒で

なくするものは、ただ量だけである。」と述

べた 12)。つまり、あらゆる化学物質が毒と

なり得るのであり、量をしっかりと管理す

れば毒とはならないようにできる。このこ

とは、化学物質の有害性における量反応関

係の基本概念となっており、化学物質濃度

の基準値や指針値を設定するにあたっては、

この基本概念に基づき、ヒトに対して有害

な影響を生じないと考えられる化学物質濃

度を導出する。そして、導出した値を目標に

化学物質濃度の管理を行うことで、有害な

影響を防ぐことができる。 

1970年代以降、欧州諸国を中心に室内濃

度指針値が策定され、日本では厚生労働省

が 1997年以降、室内濃度指針値を策定して

きた 11),13)-16)。世界保健機関（WHO）も、

1987 年に大気と室内の両方に適用可能な

空気質ガイドラインを公表し 17)、2000年に

はその改訂がなされ 18)、2010年には汚染物

質に関する室内空気質ガイドラインを公表

している 19)。 

WHO の空気質ガイドラインの目的は、

人の健康に対して有害である、あるいは有

害である可能性のある空気汚染物質から一

般住民を保護するための基礎資料を提供す

ることにある。従って、環境基準値の設定な

ど、関係諸国のリスク管理における政策決

定に利用可能な情報や指針を提供すること

に重点をおいている。但し、WHOが推奨す

る空気質ガイドラインは、各国において、そ

のまま環境基準値とすべきではなく、環境

基準値が設定される前に、各国における曝

露レベル、環境、社会、経済、文化的な状況

が考慮されるべきとされている 18)。WHO

は、科学的エビデンスに基づいた化学物質

の健康影響に基づくガイドラインを提供す

るが、各国においては、それぞれの状況を踏

まえた適切なリスク管理を行うことが求め

られている。WHO の室内空気質ガイドラ

インを表３に示す。 

 

＜室内濃度指針値＞ 

・室内濃度指針値の目的と基本的な考え方 

厚生労働省が 1997 年以降に策定してき

た室内濃度指針値は、現時点で入手可能な

化学物質の有害性に関する科学的知見をも

とに、有害性の量反応評価から、人がその濃

度の空気を一生涯にわたって吸入しても有

害な影響が何ら生じないであろうと判断さ

れた値である 20),21)。このことは、WHOの

室内空気質ガイドラインと同じである。 

一方、シックハウス症候群は、症状発生の

仕組み等において未解明な部分が多く、シ

ックハウス症候群による体調不良と室内濃

度指針値との間に明確な因果関係はない。

しかしながら、因果関係が明確になってい

なくても、現時点で入手可能な有害性に関

する科学的知見をもとに室内濃度指針値を

策定し、それを下回る室内空気質を確保す

ることによって、より多くの人に対してシ

ックハウス症候群様の体調不良をはじめ、
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有害な健康影響を生じさせないようにする

ことができるはず、というのが室内濃度指

針値の概念である 20)。 

従って、室内濃度指針値は、化学物質によ

る有害な影響を生じさせないうえで、それ

以下が望ましいと判断された値であり、逆

のみかたをすると、室内濃度指針値を超え

た場合に必ずしも人に有害な影響を与える

ことを意味するのではないことにも留意す

る必要がある。また、室内濃度指針値は、今

後集積される新たな科学的知見や、それら

に基づく国際的な評価作業の進捗に伴い、

将来必要があれば変更され得るものでもあ

る。室内濃度指針値は、工場その他特殊な発

生源があるような室内空間を除き、住宅、オ

フィスビル、教育施設、公共施設、医療機関、

福祉施設、宿泊施設、飲食店、交通機関、地

下街などを含め、全ての室内空間に適用さ

れる 20),21)。 

 

・室内濃度指針値の策定状況 

1996 年に全国２３０戸の住宅で実施さ

れたホルムアルデヒドの室内濃度の実態調

査において、当時、WHOが公表していた室

内空気質ガイドライン 0.1 mg/m3（0.08 

ppm）を超えていた住宅の比率が約２５%

強あった 22)。この結果を踏まえ、1997年に

ホルムアルデヒドの室内濃度指針値が策定

された 23)。また、1997年から 1998年にか

けて４４の揮発性有機化合物の室内濃度に

関する全国規模の実態調査が行われ、一部

の家屋では室内空気汚染が高いレベルにあ

ることが明らかとなった 24)。そのため厚生

労働省は、室内空気汚染の問題に対応する

ため、2000年から 2002年にかけて「シッ

クハウス（室内空気汚染）問題に関する検討

会」を開催し、１３種類の化学物質に対して

室内濃度指針値を策定し、総揮発性有機化

合物の暫定目標値を策定した 20),25)-27)。 

その後約１０年が経過し、室内濃度指針

値が策定されている化学物質の代替物質と

して新たな化学物質が使用されているとの

指摘が国内であること、より揮発性が低い

準揮発性有機化合物による室内汚染が報告

されてきたこと、細菌由来の揮発性有機化

合物類が検出されてきたこと、WHO の室

内空気質ガイドライン（表３）19)との整合性

について検討する必要があることなどが課

題としてあげられた。そのため、これまで策

定された室内濃度指針値の超過実態を改め

て把握するとともに、化学物質の発生源と

室内濃度との関係に係る科学的知見を踏ま

え、室内濃度指針値の設定のあり方や見直

し方法などを検討するため、2012年にシッ

クハウス問題に関する検討会が再開された

28)。 

検討会では、関係省庁や関係団体等のシ

ックハウス問題への取り組みに関するヒア

リングを行い、諸外国等の室内空気質規制

の調査や居住環境における揮発性有機化合

物等の実態調査を実施してきた。そして、表

４に示す指針値の見直し方法とそのスキー

ム（図２）が定められた 11),29)。このスキー

ムに基づき初期リスク評価を行った結果、

キシレン、フタル酸ジ-n-ブチル（DnBP）、

フタル酸ジ-2-エチルヘキシル（DEHP）の

室内濃度指針値が 2019年 1月 17日に改正

された 21)。これまでに室内濃度指針値が策

定された物質を表５に示す。 

 

・個別の物質の室内濃度指針値 

個別の物質の室内濃度指針値は、現時点
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で入手可能な化学物質の有害性に関する科

学的知見をもとに、有害性の量反応評価か

ら、人がその濃度の空気を一生涯にわたっ

て吸入しても有害な影響が何ら生じないで

あろうと判断される値を導出したものであ

る 11),20)。従って、原則的には長期間曝露に

よる慢性影響が考慮されている。 

人の疫学研究、動物や細胞を用いた毒性

試験などから得られた有害性に関する科学

的知見をもとに、各種組織や臓器への影響、

生殖発生系、神経系、発がん性などの有害性

に関する量反応関係の評価を行い、何ら有

害影響を生じないと考えられる濃度、ある

いは有害影響が生じた最小濃度を決定し、

その値に不確実係数（種差、個体差等）や補

正係数（実験時間や実験期間等）を適用して

安全側に検討を行った濃度を導出し、室内

濃度指針値が決定される 11)。これまでに室

内濃度指針値が策定された１３物質におけ

る指針値策定の根拠となった有害性の指標

を表５に示す 11),14),20),21)。 

これまで策定された室内濃度指針値にお

いて、ホルムアルデヒドのみ、短期間曝露に

よる鼻咽頭粘膜への刺激影響に基づき 30

分平均値の室内濃度指針値が策定されてい

る。ホルムアルデヒドの室内濃度指針値に

は WHO の空気質ガイドラインが採用され

ているが 17),23)、WHOではホルムアルデヒ

ドの有害性について、非発がん影響と発が

ん影響の双方から検討が行われている。発

がんは長期間曝露による慢性影響の１つで

ある。 

ホルムアルデヒドに関しては、WHO の

国際がん研究機関（IARC）が 2009年 12月

に鼻咽頭がんと急性骨髄性白血病に関して

人での証拠が十分と評価した 30)。そこで

WHO は、空気質ガイドラインの再評価を

行うにあたり、新しい知見も含めて非発が

ん影響と発がん影響に関する科学的知見を

評価したところ、眼や鼻咽頭への粘膜刺激

に基づき設定した 30分平均値で 0.1 mg/m3

のガイドラインは、長期間曝露よる肺機能

への影響、鼻咽頭がんや急性骨髄性白血病

の発症も防止できると評価した 19)。従って、

ホルムアルデヒドの室内濃度指針値 0.1 

mg/m3は、WHO によって発がんを含めた

慢性影響が考慮されたガイドラインと同じ

ものであることに留意する必要がある。特

に、ホルムアルデヒドの濃度は、気温が高い

時期や時間帯に上昇するが、長期間曝露の

慢性影響が考慮されていることから、WHO

の室内空気質ガイドラインでは、ホルムア

ルデヒドの室内濃度は、いかなる時間帯も

このガイドラインを超えないことと注釈を

付けている（表３）19)。つまりホルムアルデ

ヒドのガイドラインには、天井値としての

意味合いが含まれていることに留意しなけ

ればならない。 

 

・総揮発性有機化合物の暫定目標値 

総揮発性有機化合物（Total Volatile 

Organic Compound: TVOC）とは、空気中

に複数混在する個別の揮発性有機化合物の

濃度を合計した濃度レベルを表している。

分析するクロマトグラムのリテンションタ

イムにおいて、おおよそ n-ヘキサンから n-

ヘキサデカンまでの揮発性有機化合物が含

まれる 25)。 

化学物質の有害性とそのレベルは、個別

の物質毎に異なる。従って、有害性とそのレ

ベルが異なる個別の物質の濃度を合計した

TVOCの有害レベルは、TVOCに含まれる
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物質の種類や比率で大きく異なってしまう。

同じ TVOCの濃度であっても、有害性の高

い物質が多く含まれているとTVOCの有害

性は高くなり、有害性の低い物質が多く含

まれていると TVOC の有害性は低くなる。

従って、有害性の知見に基づいた TVOCの

室内濃度指針値を策定することは実質的に

不可能となる。 

個別の物質の指針値は、有害性に関する

科学的知見に基づいて策定された値であり、

その濃度以下であれば健康に対する有害な

影響は生じないであろうと判断された値で

ある。しかしながら、室内空気中からは、数

百種類の化学物質が検出されている。その

ため、ある特定の物質の室内濃度がその物

質の指針値以下であったとしても、実際に

は他の多種類の物質が存在することから、

他の物質についても指針値を順次策定し、

指針値以下の室内濃度にすることが本来は

望ましい。しかしながら、そのためには多大

な時間が必要となり、他の物質の指針値を

検討している間に、他の物質による室内空

気汚染を適切にリスク管理することは困難

である。そのため、室内空気中における揮発

性有機化合物のレベル全体に対して、汚染

削減のレベルとして目安となる目標値を示

すことが、室内空気汚染物質によるリスク

を適切に管理するうえで重要と考えられる。

空気質の状態の目安としての目標値を示す

ことは、室内空気質の質的向上と居住者の

健康を確保するうえで有効であると考えら

れる 11),25)。 

厚生労働省の検討会において、TVOC の

目標値を設定するにあたっては、日本にお

ける揮発性有機化合物の室内濃度の全国実

態調査の結果 24)を用いて、合理的に達成可

能な限り低いレベルと判断された値が目標

値として定められた。具体的には、実態調査

における中央値に基づき、通常の居住状態

での空気質の目安として 400 μg/m3が採用

された。なお、今後の研究動向などにより必

要な見直しを実施する必要があることから、

この値を暫定目標値としている 25)。 

 

・室内濃度指針値策定の効果と課題 

厚生労働省がホルムアルデヒドとトルエ

ンの室内濃度指針値を策定した後、これら

２つの物質の室内濃度指針値を超えている

家屋の割合は、2000年から 2005年にかけ

て、ホルムアルデヒドで２８．７%から１．

５%、トルエンで１３．６%から０．３%と

５年間で大幅に減少した 31)。ホルムアルデ

ヒドに関しては、室内濃度指針値の策定後、

建築基準法が改正され、木質材料における

ホルムアルデヒド対策が大きく前進した。

また、室内に使用される油性塗料が水性塗

料に置き換わってきた。従って、室内濃度指

針値策定以降の行政と関係業界による取り

組みの成果と言えよう。 

その一方で、室内濃度指針値が策定され

ていない物質、例えば、コンクリートの床材

とその上に設置した DEHP を含む塩化ビ

ニル樹脂製シートが反応して生成される 2-

エチル-1-ヘキサノール 32),33)や水性塗料の

成分である 1-メチル－2-ピロリドン及び

2,2,4-トリメチル-1,3-ペンタンジオールモ

ノイソブチレート（TMPD-MIB）34)による

健康影響の報告や、アクロレイン、ベンゼ

ン、ベンゾ-a-ピレン、テトラクロロエチレ

ン、ギ酸、塩化水素、プロパナール、二酸化

窒素など高い健康リスクの可能性を示唆す

る調査結果が報告されるなど 35),36)、引き続
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き取り組むべき課題が残されている。 

これらの状況が生じている原因は、室内

濃度指針値が策定されていない化学物質を

使用した製品の使用量の増加や、毒性が低

いと思われる化学物質への代替などによる

ものだと考えられている 11),37),38)。米国の調

査によると、フタル酸エステル類、ビスフェ

ノール A、テキサノール類、ノニルフェノ

ール、臭素系難燃剤などの準揮発性有機化

合物、α-ピネンやリモネンなどのテルペン

類の濃度が近年増加していると報告されて

いる 39)。従って、新たな技術の導入、我々

の暮らしの変化、関係業界による規制への

対応などにより、室内空気汚染は変化して

いく。そのためこれらの変化に対応した継

続的な取り組みが必要である 40)。 

 

＜健康リスク低減のための今後の課題＞ 

・準揮発性有機化合物の多経路多媒体曝露

（aggregate exposure） 

人に対する化学物質の曝露経路には、空

気を介したガス状物質や粒子状物質の吸入、

飲食物の経口摂取、皮膚の接触などがある。

塗料や接着剤の有機溶剤に使用される揮発

性の高い化学物質では、その多くが室内空

気中に揮発し、居住者は呼吸器を通じて吸

入する。しかしながら、準揮発性有機化合物

等の揮発性が低い化学物質では、室内環境

で複数に分散して存在し、居住者が複数の

経路から曝露する場合がある。フタル酸エ

ステル類がその代表的な物質である 41),42)。 

フタル酸エステル類は、プラスチックを

柔らかくする材料として、主に塩化ビニル

樹脂に幅広く使用されてきた。室内では、壁

紙、床材、テーブルクロス、電線被覆材、子

供用玩具などにフタル酸エステル類を使用

した製品がある。その他、輸液用バッグやチ

ューブなどの医療器具、電気絶縁テープ、農

業用フィルム、食品包装用フィルム、衣類包

装用フィルム、ワッペン、水着用バッグな

ど、幅広く使用されている。主なフタル酸エ

ステル類としては、フタル酸ジ-2 エチルヘ

キシル（DEHP）、フタル酸ジ-n-ブチル

（DBP）、フタル酸ジエチル（DEP）、フタ

ル酸ベンジルブチル（BBzP）、フタル酸ジﾞ

-イソノニル（DINP）、フタル酸ジ-イソデシ

ル（DIDP）がある。フタル酸エステル類は、

揮発性が低いため、準揮発性有機化合物に

分類されており、室内空気中に放散される

だけでなく、室内ダストにも液滴として付

着または浸透して分布している 42)。 

室内ダストでは、乳幼児が手や物を口に

入れる行動（マウシング）や床の上を這うこ

となどで、手に付着したダストを経口摂取

することがある。また、食品や食器などに付

着したダストを経口摂取する場合もある。

室内でのヒトの活動（歩行や清掃等）などに

よって室内に浮遊したダストを吸入する、

ダストが皮膚に付着して体内に経皮曝露す

る場合もある 43)。従って、室内でヒトがダ

ストに曝露する経路だけをみても、吸入、経

口、経皮の３つを考えなければならない

11),44)。 

このように、フタル酸エステル類の発生

源は多岐にわたり、ヒトは室内空気、室内ダ

スト、製品、外気、飲食物、土壌、地表水な

どの多媒体を経由してフタル酸エステル類

に吸入、経口、経皮曝露する（図３）44)。そ

の中でも特に揮発性が低いDEHPとBBzP

は、呼吸器を通じて吸入する割合よりも、室

内ダストを経口摂取する割合の方が多いと

報告されている（図４）44)。さらに、飲食物
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を介した曝露経路の割合も多く 45)、フタル

酸エステル類の曝露経路は多経路多媒体と

なっている。従って、室内空気のみならず、

総合的な体内負荷量を把握し、健康リスク

を評価する必要がある 11),42)。 

このようなフタル酸エステル類の室内動

態を踏まえると、揮発性の低いフタル酸エ

ステル類に対する対策においては、室内空

気中の濃度を管理するだけでは、居住者の

健康を保護するにあたり、十分ではない場

合が生じてくる。欧州では、電子・電気機器

における特定有害物質の使用制限に関する

EU 指令である RoHS（Restriction of 

Hazardous Substances: 有害物質制限）指

令において、2015年 6月よりDEHP、BBzP、

DnBP、DiBPが規制対象として正式に追加

された 46)。機器類に使用される樹脂中にお

ける各物質の最大許容濃度は、DEHP、

BBzP、DnBP、DiBPともにそれぞれ 0.1重

量％である。 

EUはその後、4種のフタル酸エステル類

に関する再評価を行った結果、EU の

REACH （ Registration, Evaluation, 

Authorization and Restriction of 

Chemicals: 化学品の登録、評価、認可及び

制限に関する規則）において規制すること

を決定した 47)。具体的には、DnBP、DiBP、

BBzP、DEHPの１つ以上を０．１重量%以

上含む全ての成形品（フタル酸エステル類

で可塑化された材料）について、欧州の市場

に導入することを 2020 年 7 月 7 日から規

制することとした。ここでの可塑化された

成形品には、塩化ビニル樹脂、塩化ビニリデ

ン樹脂、酢酸ビニル樹脂、ウレタン樹脂、そ

の他の樹脂（シリコーンゴムと天然ラテッ

クスコーティングを除く）、表面コーティン

グ材、滑り止めコーティング材、仕上げコー

ティング材、ステッカー、印刷材、接着剤、

シーラント、塗料、インクが含まれる。但し、

ヒトの粘膜に接触しない、またはヒトの皮

膚と長時間接触（１日あたり１０分を超え

る持続的な接触、または１日あたり３０分

以上の断続的な接触）しないことを条件と

した産業用、農業用あるいは屋外使用品は

規制対象外となっている。なお、自動車と航

空機用途に関しては、少し遅れて 2024年 1

月 7日から規制が実施される。 

一般的に、プラスチックに対するフタル

酸エステル類の含有量は、数重量％から数

十重量％必要であるため、０．１重量%の基

準は実質的には使用禁止に相当する措置で

ある。室内で多くの製品に利用され、吸入、

経口、経皮といった複数の曝露経路がある

物質については、発生源対策が重要となる。 

 

・混合物への曝露（combined exposure） 

室内環境では、化学構造が異なる多種類

の化学物質に混合曝露している。従来は、主

として個々の化学物質に対して健康リスク

評価を行ってきた。しかしながら、毒性を発

現する標的組織や作用機序が同じであれば、

化学構造が異なっている化学物質に混合曝

露した場合、それぞれの化学物質の有害作

用が相加あるいは相乗される可能性がある

11),48)。前述のフタル酸エステル類において

も、DBP、DEHP、BBzPでは、類似した発

生毒性が報告されており、室内で混合曝露

していることから、それぞれの有害性は相

加あるいは相乗される可能性が懸念される。

近年の研究報告であるが、ラットを用いた

実験で胎児を観察したところ、母ラットに

強制経口投与した DEPと DEHPへの単独
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曝露が男性不妊症と関連があるとされるラ

イディッヒ細胞の増加を引き起こしたが、

その作用は DEPと DEHPを混合曝露する

と増強されたと報告されている 49)。 

化学物質の混合曝露に関するリスク評価

については、米国環境保護庁が 1986年にガ

イドラインを公表し、個々の化学物質のリ

スク（評価値に対する曝露量の比率）を総和

した有害性指数という相加モデルを公表し

ている 50)。有害性指数が１ 以下なら許容で

きるリスクであるとし、１ 以上であれば、

どれほど１ を越えているか、あるいは許容

可能なレベルを算出する際の不確実係数の

大きさに応じてリスクの許容度が判断され

る。但し、このように総和されたリスクに関

する妥当性や信頼性については、まだ十分

な検証がなされておらず、一部の組み合わ

せでは妥当性に関する検証がなされたとし

ても、多数の物質が存在する中で、現実には

実際の環境に適用するのは困難であろうと

の見方もある。 

このような状況ではあるが、ドイツ連邦

環境庁は、2016年にトルエンの室内濃度指

針値を見直した際に、トルエン、キシレン、

エチルベンゼンは、類似の神経毒性を有し

ていることから、これらの３物質の有害性

指数が１未満になるように室内濃度を評価

するよう求めている 51)。 

x/GVtol + y/GVxyl + z/GVeth < 1 

※x,y,zはそれぞれトルエン、キシレン、エ

チルベンゼンの測定濃度。GVtol (0.3 

mg/m3), GVxyl (0.1 mg/m3), GVeth (0.2 

mg/m3)は同室内濃度指針値 

 

また、欧州食品安全庁（EFSA）は、DBP、

BBzP、DEHPには共通の生殖毒性（胎児の

テストステロンの減少）が観察され、DINP

についても同様にテストステロンへの影響

を受けると考えられることから、DBP、

BBzP、DEHP、DINPの４つのフタル酸エ

ステル類を対象としたグループ TDI（グル

ープ耐容一日摂取量）を 2019 年 2 月に提

案した 52)。これら４つの物質の総量（共存

曝露）を規制することが目的である。DEHP

等価濃度換算で 50 μg/kg/day をグループ

TDI の提案値としている。以下の式で

DEHP等価濃度が算出される。 

 

DEHP等価濃度

=DEHP×1+DBP×5+BBzP×0.1+DINP×0.3 

 

これらの対応は、類似した有害性を有す

る物質の総量を管理するにあたり、重要な

評価手法となる。しかしその適用方法の妥

当性の検証や適用範囲の拡大を含め、さら

なる研究が必要である。 
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表１ 室内空気汚染物質とその発生源および健康影響(文献 4)を改変) 

室内空気汚染物質 発生源 健康影響 
環境たばこ煙 喫煙 発がん、粘膜刺激、慢性およ

び急性呼吸器系疾患、循環
器系疾患、感染症 

微生物汚染（ウイルス、細
菌、カビ、害虫およびクモ
類、花粉、動物と人間のふ
け） 

外気、人間、動物（高湿建物
地域はいくつかのものを増
大させる） 

アレルギー、毒性影響 

揮発性有機化合物 塗料、染色液、接着剤、染料、
溶剤、コーキング剤、洗剤、
殺虫剤、建材、事務機器 

刺激、神経影響、肝機能への
影響、発がん 

ホルムアルデヒド 環境たばこ煙、断熱材、パー
ティクルボード、合板、家
具、室内装飾類 

刺激、アレルギー、発がん 

多環芳香族炭化水素 環境たばこ煙、燃焼暖房機、
薪ストーブ 

発がん、刺激、循環器系疾患 

殺虫剤 室内外の殺虫剤散布 神経影響、肝機能障害、生殖
影響 

アスベスト アスベストセメント、断熱
材、他の建材 

発がんを含む石綿関連疾患 

一酸化炭素 燃焼器具、環境たばこ煙、排
気ガス 

頭痛、狭心症の悪化、作業能
力低下、注意力低下、インフ
ルエンザ様症状、呼吸器系
及び循環器系障害の悪化、
窒息 

二酸化窒素 燃焼器具、環境たばこ煙 喘息患者の呼吸機能低下、
呼吸器機能への影響、肺の
形態と機能の変化 

二酸化硫黄 硫黄含有燃料の燃焼 喘息患者の肺機能の低下 
粒子状物質 燃焼器具、環境たばこ煙 発がん、気道と眼の刺激、肺

機能の低下 
ラドン 土壌、地下水、いくつかの建

材 
発がん 

発じん、調理によるエアロ
ゾル 

個人活動 刺激から発がんまでの可能
性 
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表２ 沸点に基づく化学物質の揮発性分類 (文献 5)をもとに作成) 

分類 略記 沸点の範囲（℃）* 

超揮発性有機化合物 

Very-Volatile Organic Compounds 
VVOCs < 0～50-100 

揮発性有機化合物 

Volatile Organic Compounds 
VOCs 50-100～240-260 

準揮発性有機化合物 

Semi-Volatile Organic Compounds 
SVOCs 240-260～380-400 

粒子状有機化合物 

Organic Compounds associated with 

particulate matter or Particulate Organic 

POM > 380 

* 極性化合物は高沸点側 
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表３ WHOの室内空気質ガイドライン (文献 19)をもとに作成) 

汚染物質 ガイドライン 影響指標 

ホルムアル
デヒド 

0.1 mg/m3（30分平均値）いかなる時間帯もこ
の値を超えないこと 
※長期曝露よる肺機能への影響、鼻咽頭がんや
骨髄性白血病の発症も防止できる 

感覚刺激 

ベンゼン ユニットリスク：6.0×10-6 (μg/m3)-1 
 17 μg/m3（10-4の発がんリスク） 
 1.7 μg/m3（10-5の発がんリスク） 
 0.17 μg/m3（10-6の発がんリスク） 

急性骨髄性白血病 
遺伝毒性 

ナフタレン 10 μg/m3 （年平均値） 動物実験での炎症や悪性を
伴う気道損傷 

二酸化窒素 200 μg/m3（1時間平均値） 
40 μg/m3（年平均値） 

呼吸器症状、気管支収縮、気
管支反応の増加、気道炎症、
気道感染の増加をもたらす
免疫防御の低下 

一酸化炭素 100 mg/m3（15分値） 
※1 日のうちで頻繁にこのレベルを超えない
こと 
35 mg/m3（1時間値） 
※1 日のうちで頻繁にこのレベルを超えない
こと 
10 mg/m3（8時間値）※算術平均値 
7 mg/m3（24時間値）※算術平均値 

急性曝露時の運動負荷試験
での運動能力の低下、虚血性
心疾患の症状の増加（心電図
の ST変化等） 

ラドン 喫煙者のユニットリスク：15×10-5 (Bq/m3)-1 
 67 Bq/m3（10-2の発がんリスク） 
 6.7 Bq/m3（10-3の発がんリスク） 
非喫煙者のユニットリスク：0.6×10-5 (Bq/m3)-

1 
 1670 Bq/m3（10-2の発がんリスク） 
 167 Bq/m3（10-3の発がんリスク） 
※安全な曝露レベルは存在しないが健康影響
（肺がん）を最小限にする参照レベルとして
100 Bq/m3を推奨 

肺がん 
白血病や胸郭外気道の癌に
関する示唆的証拠 

トリクロロ
エチレン 

ユニットリスク：4.3×10-7 (μg/m3)-1 
 230 μg/m3（10-4の発がんリスク） 
 23 μg/m3（10-5の発がんリスク） 
 2.3 μg/m3（10-6の発がんリスク） 

発がん性（肝臓、腎臓、胆管、
非ホジキンリンパ腫） 

テトラクロ
ロエチレン 

250 μg/m3（年平均値） 神経行動障害、腎機能への影
響 

ベンゾ -a-ピ
レン 

ユニットリスク：8.7×10-5 (ng/m3)-1 
 1.2 ng/m3（10-4の発がんリスク） 
 0.12 ng/m3（10-5の発がんリスク） 
 0.012 ng/m3（10-6の発がんリスク） 

肺がん 
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表４ 室内濃度指針値の見直し方法 

項目 内容 

(1) 新たに指針値を設

定する化学物質の選

定基準 

1) WHOの室内空気質ガイドライン 

例えばベンゼンやナフタレンなど、WHOが室内空気質ガイ

ドラインを設定している化学物質については指針値の設定を

検討する。但し、居住環境内における実態調査等で室内濃度が

これらのガイドラインを十分に下回っている場合には対象外

とする。 

2) 居住環境内における揮発性有機化合物の実態調査等 

居住環境内における実態調査等で検出された化学物質につ

いて、詳細な曝露濃度データを収集する。そして高濃度かつ高

頻度で検出された化学物質を対象に指針値の設定を検討す

る。但し、室内発生源の寄与が低いと考えられる化学物質は対

象外とする。 

3) 家庭用品等からの検出結果やシックハウス関連研究の知見等 

家庭用品の調査結果やシックハウス症候群の実態調査結果

などから指針値設定対象物質を選定する。 

(2) 指針値の設定手順 上記の選定基準から指針値設定候補となった化学物質に対し

て曝露評価および初期リスク評価を行い、これまでに指針値が

設定された化学物質の主要な用途や発生源を考慮しつつ、個別

の化学物質の詳細な曝露評価およびリスク評価を行う。これら

の結果を踏まえ、さらに指針値設定候補となる物質を絞り込ん

で優先付けを行い、指針値の設定を検討する。これらの手順をフ

ローにしたものが図２のスキームである。また、指針値の設定に

あたっては、実効性のある設定数とすること、健康影響の種類別

にカテゴリー分けすること、慢性及び急性影響を別々に検討す

ることなども考慮される。 

(3) 総揮発性有機化合

物の暫定目標値につ

いて 

総揮発性有機化合物の暫定目標値については、最新の知見等

を踏まえ、その取扱いや測定の意義などについて検討するとと

もに、試験法の見直しを行う。 

(4) その他の課題 その他としては、小児等の高感受性集団に関する不確実性へ

の対応方法、室内空気やハウスダスト中の化学物質を監視する

システムの構築、準揮発性有機化合物の曝露評価方法などがあ

げられている。 
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表５ 厚生労働省の室内濃度指針値 

化学物質 主な発生源 有害性の指標 
室内濃度指針値

（μg/m3） 

ホルムアルデヒド 合板、接着剤 ヒト吸入曝露における鼻咽頭

粘膜への刺激 

100 (0.08) 

トルエン 接着剤、塗料 ヒト吸入曝露における神経行

動機能及び生殖発生への影響 

260 (0.07) 

キシレン 接着剤、塗料 ヒトにおける長期間職業曝露

による中枢神経系への影響 

200 (0.05)* 

パラジクロロベン

ゼン 

防虫剤 ビーグル犬経口曝露における

肝臓及び腎臓等への影響 

240 (0.04) 

エチルベンゼン 断熱材、塗料、床

材 

マウス及びラット吸入曝露に

おける肝臓及び腎臓への影響 

3800 (0.88) 

スチレン 断熱材、塗料、床

材 

ラット吸入曝露における脳や

肝臓への影響 

220 (0.05) 

クロルピリホス シロアリ駆除剤 母ラット経口曝露における新

生児の神経発達への影響及び

新生児脳への形態学的影響 

1 (0.00007) 

※小児 0.1 

フタル酸ジ-n-ブチ

ル（DnBP） 

軟質塩ビ樹脂、

塗料 

ラットの生殖・発生毒性につ

いての影響 

17 (0.0015)* 

テトラデカン 接着剤、塗料 ラット経口曝露における肝臓

への影響 

330 (0.04) 

フタル酸ジ-2-エチ

ルヘキシル(DEHP) 

軟質塩ビ樹脂、

塗料 

ラットの雄生殖器系への影響 100 (0.0063)* 

ダイアジノン シロアリ駆除剤 ラット吸入曝露における血漿

及び赤血球コリンエステラー

ゼ活性への影響 

0.29 (0.00002) 

アセトアルデヒド 合板、接着剤 ラットの経気道曝露における

鼻咽頭嗅覚上皮への影響 

48 (0.03) 

フェノブカルブ シロアリ駆除剤 ラットの経口曝露におけるコリン

エステラーゼ活性などへの影響 

33 (0.0038) 

総揮発性有機化合

物 

内装材、家具、家

庭用品 

住宅の室内濃度の調査結果か

ら導出しており、有害性の指

標に基づかない 

400 暫定目標

値 

* 2019年 1月 17日

改正 

 （  ）内は 25℃換算時の体積濃度 ppm 



73 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 室内空気質に影響を及ぼす因子と健康影響 (文献 2)を改変) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 室内濃度指針値見直しスキーム (文献 29)を改変) 
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図３ フタル酸エステル類の発生源と曝露経路(文献 44)を改変) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 室内における曝露経路別の週あたり平均摂取量比率(文献 44)を改変) 
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[まとめ] 

 

本報告書もとに、下記の内容で新ガイドラインの冊子を刊行する予定である。 

 

厚生労働科学研究費補助金 成果報告事業 

「シックハウス症候群 新ガイドライン」作成（案） 

 

正式名：シックハウス症候群 診療・予防・管理ガイドライン 2020 

 

目次 

シックハウス症候群 診療・予防・管理ガイドライン フローチャート 

（ガイドラインサマリー）（作成担当者：坂部、立道、木村、寺山ほか） 

序文  シックハウス症候群 診療・予防・管理ガイドライン作成にあたって 

（執筆担当者：坂部） 

ガイドライン作成委員一覧  

（担当者の氏名・所属を明記） 

第１章 シックハウス症候群の概念（歴史、現在の認識、合意事項等含む） 

（執筆責任者：坂部 担当者：坂部、立道、木村、寺山ほか） 

第２章 シックハウス症候群の定義・臨床分類・診断基準・医学的対応 

（診療アルゴリズム含む） 

（執筆責任者：角田 担当者：角田、宮島、相澤、坂部ほか） 

第３章 シックハウス症候群と室内空気質（指針値の取り扱い・考え方等含） 

 （執筆責任者：東 担当者：東ほか） 

第４章 シックハウス症候群とアレルギーの基本的な考え方 

（環境化学物質によるアレルギーの増悪等） 

（執筆責任者：高野 担当者：高野ほか） 

第５章 シックハウス症候群の建築学的対応（問題点と対策等） 

     （執筆責任者：田邉 担当者：田邉ほか） 

第６章 シックハウス症候群に関する最近のレポート（最新の論文のサマリーを紹介） 

      （（執筆担当者：坂部） 

 

 



1 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ. 研究成果の刊行に関する一覧表 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



2 
 

 

研究成果の刊行に関する一覧表 

 

書籍                                                                       

 

 著者氏名  論文タイトル名 書籍全体

の編集者

名 

 書籍名 出版社名  出版地 出版年  ページ 

坂部 貢 家庭でできる身
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所 

日本 2019年 1-160 
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敏症 

石竹達也 今日の治療指
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る、Vol.62 

医学書院 日本 2020年 1102-11

03 
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